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本レポートは、特に「トラックのパワートレインの変化」を中心に商用車のゼロエミッ
ション化について概観した後、「部品サプライヤーがとるべきアクション」を概説する

Executive Summary
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1. これからの商用車は、社会の変化、物流産業の変化を踏まえ、ゼロエミッション化を、物流産業が抱えるその他の課題の解決とあわせて実現しなく

てはならない。すなわち、「ゼロエミッション」であると同時に、無駄のないシームレスな物流を実現する「ソフト／ハードの両面で物流

にインテグレートされたデバイス」になる必要がある（※物流だけでなく人流も当然対象であるが、本レポートは物流にフォーカス）

2. 商用車は、環境性能、オペレーション性能、経済性など、求められる要件が多い。よって、商用車のゼロエミッション化は、一律の電動化（BET
化）ではなく、複数のパワートレインタイプが用途に応じて併存する形が「現実解」になる

3. 部品サプライヤー、原材料サプライヤー、設備メーカーなどが、2030年に向けて大きく変わる商用車において勝ち残っていくためには、市場の変化

を先読みした商品戦略・販売戦略を今すぐ策定し、これからの自社のポジショニングを考え、OEMやキーとなるプレイヤーと、ど

のようなクルマづくりをしていくのかをコミュニケーションしていくことが肝要である。モジュールサプライヤーとして省電力やサーマルマネジ

メントなどを包括的に提供する立ち位置を目指す方向もあれば、メガTier2のようになり有望プレイヤーに広く「競争力のある単品製品」を売っていく

戦い方もある

4. その際、新しいパワートレインの変化へのキャッチアップのみを思考するのではなく、「商用車の変化全体」を踏まえ、物流の需要セグメント

ごとに異なる車両が求められることを踏まえた「自社が強みを活かせる場所」を見つけることが肝要である

5. また、部品サプライヤーもライフサイクルでゼロエミッションな部品を実現すべく、モノづくりの変革に取り組まなくてはならない

6. そして、商用車のゼロエミッション化は乗用車以上に時間を要するため、「長期のトランジションプラン」を策定し、実行していくことが、部品サ

プライヤーが勝ち残るための要諦となる
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本レポートでは、必要に応じて以下の略語を使用する。特に動力源名称は文脈に
応じて「動力源」と「それを搭載する商用車」の意で使用する

用語・略語一覧

• CN ： カーボンニュートラル

• PT ： パワートレイン

• ICE ： 内燃機関、内燃機関搭載車両、本レポートでは主にディーゼルエンジン車を指す

• HET ： ハイブリッド商用車

• PHET ： プラグインハイブリッド商用車

• BET ： バッテリー、もしくはバッテリー式電動商用車（一部スライドでBEB（バス）を含む）

• FCET ： 燃料電池、もしくは燃料電池式電動商用車

• TCO ： 総所有コスト（車両購入費用・燃料代・メンテナンス費用などの総コスト）

• e-fuel ： グリーン水素とCO2の合成でつくるカーボンニュートラル燃料、もしくは当該燃料を用いる商用車

• 代替 ： 既存のディーゼルおよび内燃機関以外の燃料・パワートレインを指して用いる

• 小型 ： GVW（車両総重量）6t以下のトラック（データの関係上、一部スライドでGVW8t以下を指す）

• 中大型 ： GVW6t以上のトラック

• 熱マネ ： 熱マネジメント

• フロチル ： フローズンチルド

（なお、バッテリーと電池は区分せず同じ意で使用する）
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商用車業界の脱炭素の必要性

0. 序章

1. 商用車業界の脱炭素の必要性

2. 脱炭素実現の手段とその課題

3. 商用車の用途を踏まえた脱炭素の「現実解」

4. 部品サプライヤーがとるべきアクション

Strategy& | PwC
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脱炭素は自動車産業に限らない全世界的な課題であり、不可逆なトレンドである

COP26（2021/10/31～11/13）

出所：環境省（グラスゴー気候合意環境省暫定訳、Climate Actions towards net-zero by 2050”（強調はStrategy&による）

Decision -/CP.26 Glasgow Climate Pact

COP26における主な合意事項 参考：COP26における日本のブロシュア

Climate Actions towards net-zero by 2050

緊急性

人間活動がこれまでに約1.1℃の温暖化を引き起こしていること、及び

影響が既にすべての地域で感じられていることに、警告と最大限の懸
念を表明する。

現在の努力とこの条約の究極的な目標及びその世界全体の長期的な
目標を追求した道筋との隔たりに対処するため、この決定的な10年間

における緩和、適応及び資金に関連する野心及び行動を強化すること
の緊急性を強調する。

緩和

メタンを含むCO2以外の温室効果ガスの排出量を2030年までに削減
するための、さらなる行動を検討することを締約国に招請する。

また、世界全体の温暖化を摂氏1.5度に制限するためには、世界全体

の温室効果ガスを迅速、大幅かつ持続可能的に削減する必要がある
こと（2010年比で2030年までに世界全体の二酸化炭素排出量を45％
削減し、今世紀半ば頃には実質ゼロにすること、及びその他の温室効
果ガスを大幅に削減することを含む）を認める。

気候変動の影響は、摂氏1.5度の気温上昇の方が摂氏2度の気温上昇
に比べてはるかに小さいことを認め、気温上昇を摂氏1.5度に制限する
ための努力を継続することを決意する。
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大型トラックをはじめとする商用車についても、ゼロエミッションに向けた規制や目
標が設定・強化される傾向にある（EUのみならずUSや東南アジアにおいても）

各国・地域の商用車排ガス規制状況（現時点）

出所：公開情報、Strategy&

• 工業省／エネルギー省（2021年5月24日）
⁃ 2030年の年間EV生産台数目標

⁃ バス・トラック 3万4,000台
⁃ 乗用車・PU 72万5,000台
⁃ バイク 67万5,000台

• 工業省（2021年3月30日）
⁃ 2025年までに累計105万1,000台のEV生産

⁃ バス・トラック 3万1,000台
⁃ 自動車・PU 40万台
⁃ バイク 62万台

⁃ 2035年までに累計1,841万3,000台のEV生産
⁃ バス・トラック 45万8,000台
⁃ 自動車・PU 862万5,000台
⁃ バイク 933万台

• プラユット首相（COP26）
⁃ 国として2050年に「カーボンニュートラル」、2065年までに

「ネット・ゼロ・エミッション」の達成を目指す

タイEU

• 欧州委員会欧州規則（2019年8月14日）
⁃ Regulation (EU) 2019/1242にて、 2019年 7月 1日から

2020年6月30日のEU平均と比較した削減率を設定
⁃ 2025年 ▲15%
⁃ 2030年 ▲30%（2022年に再評価）

⁃ まずはHeavy-DutyにおけるCO2排出量の65％～70％を
占める大型トラックを対象とし、2022年に小型トラック、バス、
長距離バス、トレーラーへ適用拡大予定

• 欧州自動車工業会商用車7社（2020年12月15日）
⁃ 2040年までに全ての新車について脱化石燃料を実現

（参考：欧州議会（2020年7月9日））
⁃ 道路運輸業における運転手の保護などに関する、EU規制改

正となるモビリティ・パッケージを可決
⁃ 運転手の労働時間・休憩時間などに関する規則（運行記録計によ

るトラックの国境通過の記録の義務化対象車両の拡大など）
⁃ 道路貨物運輸業等への参入に関する規則（国際→国内輸送のカ

ボタージュ行為対策）

⁃ 運転手の配属に関する規制とその執行要件に関する指令（上記等
への法的枠組設定）

US

• CA州＋14州＋ワシントンDC（2020年7月13日）
⁃ トラックやバスなどの中・大型車両から排出される温室効果ガ

スの削減に関する共同覚書を締結
⁃ 大型ピックアップトラック、バン、配送用トラック、長距離配送ト

ラック、スクールバスなどの中・大型車両のZEV販売台数を、
2030年までに全車両の30％、2050年までに100％にまで増
加させる

• CA州 知事令（2020年9月23日）
⁃ 2035年までに州内で販売する全ての新車（乗用車およびト

ラック）をゼロ・エミッション車両とすることを義務付ける
⁃ 2045年までに同州内で走行できる中・大型トラックをゼロ・エ

ミッション車両のみとする規則も策定予定

• 大統領令（2021年8月5日）
⁃ 2030年までに販売される新車（乗用車と小型トラック）の50％

以上をEV（BET・PHET・FCET）とする
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日本においても、CO2排出量の約2割を運輸部門が占めており、そのうち約4割を
商用車が排出しているため、商用車の脱炭素は必達の目標となる

日本のトラックのCO2排出量（2019年度）

出所：国立環境研究所（日本の温室効果ガス排出量データ（電気・熱配分後））、コロナの影響を鑑み2019年度実績で考察

8%

35%

17%

14%

4% 3%工業プロセス及び製品の使用

19%
（2億トン）

エネルギー転換部門
（電気熱配分統計誤差除く）

家庭部門

運輸部門

産業部門

廃棄物

業務他部門

0%

CO2総排出量

11億トン

205,728

全体の7.2%

単位：億トンCO2

日本のセクター別CO2排出量（2019年度） 日本の運輸部門に占める機器タイプ別CO2排出量（2019年度）

単位：千トンCO2

2030年に1.46億トンに削減
（2013年比▲35％）

（21年10月第六次エネルギー計画）

運輸の38.8%

8

その他（間接CO2等）

国内航空 10,488 
国内船舶 10,195 
鉄道 7,872 
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貨物/ トラック 75,801 
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商用車の主要顧客であるフリートオペレーターは、現時点でまだBET/BEBを採用
していないオペレーターであっても、すでにBET/BEBの購入意欲を有している

まだBET/BEBを採用していないフリートオペレーターにおける電動ドライブトレインに対する姿勢（海外）

n=30 fleet operators without BET (battery electric truck) / BEB (battery electric bus) today
出所：Strategy& Commercial Vehicle eReadiness 2022 9

購入の意欲

…BET/BEBの採用に対して非常にオープン
だが…

今後、電動車両を購入したいですか？Q

BET/BEBは、あなたのビジネスにどの程度適しています
か？

Q

100% YES

（very）suitable
（（非常に）適している）

採用の障壁

… 良く知られている採用障壁に悩んでいる、
まだBET/BEB未経験のフリートオペレー
ターに対して。

あなたのビジネスで電動車のフリートを増やす際の主な障
害は何ですか?

Q

航続可能距離（およびバッテリー寿命）
の不安

インフラの不足および充電中の期間/頻
度/コストの高さ

限られた数のBET/BEBモデル

不十分な金銭的インセンティブ（例：政
府の補助金）

1
2
3
4

• 自社のフリートにBET/BEBを保有していな
いほとんどのオペレーターは、BET/BEBを
全く経験したことがない

• 彼らのほとんど全てが、代わりの代替
ドライブトレインを採用している

BET/BEBの経験

OEMは、BET/BEBの直接体験を増やすた
めの機会を提供するべき…

BET/BEBの経験はありますか？Q

18%

82%
Yes 
No
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Scope 2：
他社から調達した電気等の使用による間接排出

Scope 1：
事業者自らによる温室効果ガスの直接排出

（燃料の燃焼、工業プロセス）

Scope 3：
Scope1、Scope2以外の間接排出

（事業者の活動に関連する他社の排出）

さらに、今後は、全産業において「ライフサイクルでゼロエミッションであること」が
求められるようになる

「サプライチェーン排出量」の考え方におけるGHG排出全体像

出所：サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出量算定に関する基本ガイドライン、Strategy&分析

素材製造 部品製造 製品製造 物流 販売・使用 廃棄

上流 自社 下流

購入した製品・サービス
（それらが製造されるまでの

活動に伴う排出）

資本財
（自社の資本財の

建設・製造に伴う排出）

Scope 1,2以外の燃料およびエネルギー関連活動

事業から出る
廃棄物／リサイクル

サプライチェーン排出量＝Scope1 + Scope2 + Scope3

輸送・配送
（上流）

出張 通勤

賃借している
リース資産の
操業（上／下流）

輸送・配送
（下流）

その他投資

販売した製品の
廃棄／リサイクル

販売した製品の
使用

フランチャイズ

販売した製品の
加工（中間製品）
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よって、商用車関連企業は「ライフサイクルでゼロエミッションの製品」を実現する必
要があるが、それを「物流産業が抱える課題の解決」とあわせて実現せねばならない

これからの商用車に求められる対応

備考：2021年末時点の状況を踏まえて作成

物流産業の主要課題 商用車に求められる対応

少子高齢化や長時間労働などによるドライバー不足への対応
（なり手不足に加え、残業上限規制導入による現状キャパシティの圧縮が発生）

物流に対するニーズの多様化・高度化への対応
（多頻度少量輸送、コールドチェーン、フロチル、求貨求車、貨客混載、一貫パレチゼーション等）

共同配送・混載配送・貨客混載等による「積載率」の改善

ゼロエミッション化

物流全体の最適化および配車計画等の最適化による非稼働時間
の削減による「実働率」の向上

共同配送・求貨求車等を含む物流全体の最適化による「実車率」
の向上
⁃ 物流業者の増加や物流業務の分散化における業務やデータの標準化

不足による非効率な物流業務の改善（荷役や検品等の積卸業務の効率
化、荷待ち時間の効率化）

その他、物流業者の増加や物流業務の分散化等による境目での
物流責任の曖昧化の改善 等

車両およびライフサイクルのゼロエミッション化

航続距離最大化（軽量化・省電・熱マネ 等）

物流高効率化
への寄与

充電/充填時間短縮

メンテナンス時間短縮

故障予兆検知 等

OTA

高度フリートマネジメント
への対応
（物流全体とのインテグレーション）

モビリティIoT 等

AD/ADAS、NVH、キャビン・架装設計などを含むUX高度化

HMI

バッテリー・タンク交換設計
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例えば、少子高齢化や長時間労働などにより発生している「ドライバー不足」は、今
後もECの拡大や生産年齢人口の減少などに伴い継続する

物流産業の課題例：ドライバー不足（1/2）

出所：国勢調査、厚生労働省（職業安定業務統計）、全日本トラック協会（トラック運送業界の景況感）、Strategy& 分析

有効求人倍率

• 他業界の有効求人倍率を大きく上回る状況
が続いている

ドライバー数

• トラックドライバー数はピーク時に比して減
少し、その後回復していない

運送事業者の労働力の不足感

• ドライバー不足を感じる企業が急増しており
全体の6割が「不足」「やや不足」と回答

2%

16%

不足

20172011

21%

やや不足

42%18%

63%

+250%

ドライバー不足を感じる企業の割合（％）

※トラック運送業界の景況感における各年度第二四半期数値

1.53

3.04

貨物自動車運転手全職業

+99%

有効求人倍率（2019年12月（パート含む））

980
767

1995 2015

-22%

自動車運転従事者数（道路貨物運送業、千人）

12

※国勢調査に基づく道路貨物運送業における自動車運転従事者
数の推移
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さらに、2024年にドライバーの残業上限規制が導入されるため、従来のように長時
間労働でカバーすることも不可能になる。よって「高効率な物流」の実現は必須

物流産業の課題例：ドライバー不足（2/2） （自動車運送事業の働き方改革に向けた推進政策、法改正）

1)運賃の告示は令和２年４月
出所：国土交通省、Strategy&分析 13

2018年6月の働き方改革関連法の成立により、2024年に残業時間上限規制（年960
時間）を導入することが決定

（※トラックドライバーの時間外労働の上限規制導入は5年間の猶予が与えられた）

この自動車運転業務への罰則付きの時間外労働の上限規制導入（2024年4月予定）
に向け、政府は以下の取組を推進

• 長時間労働是正の環境整備

– 労働生産性の向上
• 輸送効率の向上
• 潜在需要の喚起による収入増加
• 運転以外の業務効率化

– 多様な人材の確保・育成
• 働きやすい環境の整備
• 運転者の確保

– 取引環境の適正化
• 荷主・元請等の協力の確保
• 運賃・料金の適正収受

• 長時間労働是正のためのインセンティブ・抑止力の強化

– 「働き方改革の実現に向けたアクションプラン」の実現支援

– ホワイト経営の「見える化」

– 労働時間管理の適正化の促進

– 行政処分の強化

自動車運送事業の働き方改革に向けた推進施策 貨物自動車運送事業法改正（概要）

物流の滞りを起こさず自動車運送事業の働き方改革実現を実現するため、貨物自動
車運送事業法の一部を改正（2018年12月交付）

1. 規制の適正化（2019年11月施行）

– 欠格期間の延長等（法令に違反した者等の参入の厳格化）

– 許可の際の基準の明確化

– 約款の認可基準の明確化

2. 事業者が遵守すべき事項の明確化（2019年11月施行）

– 輸送の安全に係る義務の明確化

– 事業の適確な遂行のための遵守義務の新設

3. 荷主対策の深度化（2019年7月施行）

– 荷主の配慮義務の新設

– 荷主勧告制度（既存）の強化

– 国土交通大臣による荷主への働きかけ等の規定の新設（令和5年までの時限措置）

4. 標準的な運賃の告示制度の導入（2019年12月施行1)）

– 標準的な運賃の告示制度の導入（令和5年までの時限措置）
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高効率な物流は「貨物あたり電力消費量削減」にも寄与するため、ゼロエミッション
達成の一要素としても必要。しかし積載率の改善等は、車両単体では限界がある

物流産業の課題例：輸送効率、積載率、荷待ち時間

出所：国土交通省（特定輸送事業者の省エネ取組状況、自動車輸送統計年報、トラック輸送状況の実態調査）、Strategy&分析 14

積載率（%）特定輸送事業者におけるエネルギー消費原単位

輸送トンキロあたりエネルギー消費量

• 貨物・事業用トラックのエネルギー消費原
単位は緩やかに増加傾向にある

積載率推移

• 貨物輸送量における積載率は、営業用／
自家用ともに年々低下傾向にある
（2020年はコロナの影響があるため参考値）

手待ち時間の長さ

• 平均 2 時間弱の手待ち時間がある
（※さらに平均約3時間の荷役時間がある）

1運行あたりの手待ち時間

45%

26%

14%

15%

1時間未満

1時間から2時間

2時間から3時間

3時間以上

平均時間
1時間45分物流の効率化は、

短期的には「CO2排出量低減」、

中長期的には「電費改善（航続可能
距離伸長）」に寄与する

38%

42% 41% 41% 41% 40% 40% 40% 39%
38% 38%

24%
23% 23% 23% 23% 22% 23% 22% 21% 21%

22%

20%

25%

30%

35%

40%

45%

2010 2012 2014 2016 2018 2020

営業用
自家用
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よって商用車は、「ゼロエミッション」であると同時に、無駄のないシームレスな物流を実
現する「ソフト／ハードの両面で物流にインテグレートされたデバイス」になる必要がある

商用車がインテグレートされたE2Eでシームレスな物流（イメージ）

15出所：赤路資料

梱包・
自動荷積

限定領域内
自動運転

集荷需要内示
荷物情報管理

集荷依頼

標準パレット
標準梱包資材

物流マネジメント
集荷需要予測
配車自動手配
荷物トラッキング
荷主マッチング

共同・混載幹線輸送
隊列走行・AD/ADAS

共同・混載幹線輸送
パレット回遊
連結トラック

荷役自動化
AGV

自動仕分け

スワップボディ

仕分け

共同・混載・貨客混載
最適ルート設計

充電予約
充填予約

受け取り場所
時間指定

（再配達防止）

共同・混載配送

共同・混載輸送・パレット回遊
休憩・積替拠点等

メンテナンス

在庫管理
自動宅配

他手段連携

港湾作業・
手続き改善

倉庫マネジメント
バース管理

フリートマネジメント
（車両状態管理・故障予兆検知 等）

モビリティIoT

GPS
求貨求車システム
（帰り荷マッチング）

帰り荷集荷

途中積卸

共同・混載配送
配車自動手配

ITS 道路・地図 天候 他モビリティ 他車両

バース

予約等

バース

予約等

デリバリーシステム
（ユーザーアプリ等）

「利用者にとって最も心地よい荷物の受け取り」を、「最も効率的な物流」で実現すべく、物

流の各プロセスをソフト／ハードの両面でつなぎ込み、物流全体を最適化する。

荷主・荷物・パレット・物流事業者・車両・倉庫・受け取り主などのデータを連携し、車両を効

率的に動かし、無駄のないシームレスな物流を実現する。（手待ち時間を減らす・荷役の効

率を上げるなど）

RFID
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商用車部品サプライヤーは、こうした商用車の変化に伴う「部品の変化」および「要
件の変化」に対応する「事業変革の設計と実行」が必要になる

これからの商用車部品サプライヤーに必要な対応

備考：2021年末時点の状況を踏まえて作成 16

商用車に求められる対応

• 本レポートでは、

特に 「部品の変

化」をもたらす「パ

ワートレインの変

化」を主題として説

明する（2～3章）

• そのうえで「部品

サプライヤーがと

るべきアクション」

を概観する（4章）

本レポートの内容

車両およびライフサイクルのゼロエミッション化

航続距離最大化（軽量化・省電・熱マネ等）

物流高効率化
への寄与

充電／充填時間短縮

メンテナンス時間短縮

故障予兆検知 等

OTA

高度フリートマネジメント
への対応
（物流全体とのインテグレーション）

モビリティIoT 等

AD/ADAS、NVH、キャビン・架装設計などを含むUX高度化

HMI

バッテリー・タンク交換設計

商用車部品サプライヤーがとるべきアクション

商用車のPTの変化、UXの高度
化、物流高効率化への寄与に伴
う「部品の変化」

商用車のライフサイクルのゼロエ
ミッション化に伴う「要件の変化」

既存部品の
需要の変化

既存部品の
仕様の変化

新規部品の
発生

ライフサイクルで
ゼロエミッションな

部品の要求

産
業
構
造
の
変
化

（
バ
イ
ヤ
ー
の
変
化
等
）

顧
客
の
部
品
調
達
の
変
化

部品サプライヤーにおける変化 とるべきアクション

それらに対応するた
めの事業変革の設
計と実行

モノづくりの変革

• ライフサイクルでゼロ
エミッションの達成

商品戦略の見直し
• 今後残る部品の開発
• ポートフォリオ見直し

販売戦略の見直し
• 売り方の見直し
• 新たな顧客の捕捉
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脱炭素実現の手段とその課題

0. 序章

1. 商用車業界の脱炭素の必要性

2. 脱炭素実現の手段とその課題

3. 商用車の用途を踏まえた脱炭素の「現実解」

4. 部品サプライヤーがとるべきアクション

Strategy& | PwC
17
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本レポートで触れるパワートレイン・動力源のタイプは以下の通りとする

パワートレイン・動力源のタイプと概要・CO2削減効果

1) 対ガソリン約20%、対ディーゼル約10%、2) 日系大手商用車OEMの大型HET参照、3) e-fuel以外の合成液体燃料は脱炭素寄与が限定的なため検討の力点は置かない、4) 天然ガスから生成された軽油で、
一般的に主に原油から生成される軽油（ディーゼル）と比較し、芳香族分をほとんど含まず、分岐構造の飽和炭化水素から構成され、「排ガス量が少ない」「安定して貯蔵できる」等の特徴がある
出所：各種公開情報

エ
ン
ジ
ン

モ
ー
タ
ー

-

▲10～20%1)

CO2削減効果（WtW）

～▲100%

▲8.5%~
（合成軽油4))

～▲100%

～▲100%
（再エネ利用時）

～▲100%
（再エネ利用時）

▲15%2)～

ディーゼル • 原油をもとに240℃~350℃で蒸留され製造される軽油（炭素10~20程度のアルカン）軽油

CNG／LNG • CNGは、気体のまま圧縮・高圧した天然ガス（メタン）
• LNGは、-162℃で液化した天然ガス（メタン）

CNG／LNG
（天然ガス）

バイオ
• バイオ由来の動植物油等から合成されるバイオディーゼル（FAME・HEVO）
• バイオ由来のエタノールから合成されるバイオETBE
• その他、近年着目の藻類由来の油から生成される藻類バイオ燃料

バイオマス燃料

合成液体燃料3)
• ③⑤のいずれにも当てはまらない方法で合成された…

– 合成軽油4)（天然ガスから合成するGTL（Gas to Liquid）燃料）
– DME、等

合成液体燃料

e-fuel • カーボンニュートラルな水素と二酸化炭素から合成されるe-ディーゼル、e-ガソリン
（ディーゼル（軽油）またはガソリンを想定）

e-fuel

BET • 車両の蓄電池に蓄電する、再エネ等で発電した電気電気

FCET • 天然ガス等の分離や水の電気分解等により生成される水素水素

電気
HET、PHET • 内燃機関でエネルギー源とする軽油やその他の燃料

• および車両の蓄電池に充電する、再エネ等で発電した電気

軽油・他

パワートレイン 動力源 概要（※赤文字は具体的な動力源を記載）

18

1

2

3

4

5

6

7

8
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99.5%

日本の場合、現在の商用車は99%以上がディーゼルで、HETやCNGが一部導入
されているものの僅少となっている

日本のトラックにおける代替燃料車の普及台数、割合1)（2020年）

1) 保有台数は「自動車検査登録情報」、全日本トラック協会「日本のトラック輸送産業現状と課題2020」、国交省「燃費規制に関する重量車の現状等について」等とPT別販売台数を基に推定
2) 中大型商用車はGVW6t以上、小型商用車はGVW6t未満
3) 中大型の販売台数はIHSデータ。小型はPT別国内生産台数等から推定

99.6%

0.2%
0.1%
0.0%

0.2%
0.1%

0.2%

凡例：■ ディーゼル ■ CNG/LNG ■ HET ■ BET2 6 71

注：小型は一部ガソリン車を含む

小型商用車2) 中大型商用車3) （2020年）

19

147.3万台 116.2万台
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商用車には、満たすべき要件として、環境性能や経済性（TCO）はもちろんのこと、
耐久性・積載性・燃料充填時間など、オペレーション面のシビアな要件が存在する

商用車のパワートレイン・動力源に求められる要件

出所：公開情報およびエキスパートヒアリングに基づきStrategy&作成 20

初期コスト

ランニングコスト

オペレーション
性能

航続距離

Payload（積載性）

充填時間

充填インフラ

環境性能

小型車 中大型車

• 車両の初期購入コスト

• 燃料コスト、メンテナンス（交換）費用等

• 「長期（～20年）」「長時間」「寒冷地等」稼働前提の耐久性

• 積める荷物の重さ
• 荷積み・荷下ろしのしやすさ

• 稼働率を確保するための短い充填時間

• 燃料充填（電気充電）ステーションの数、普及地域の広がり

• ゼロエミッション／低CO2／その他排ガス性能
• 静粛性

車両タイプ別要件

耐久性

• 用途ごとに求められる必要な航続距離（100～800km）

✓

✓

✓

✓
（荷積み生産性）

✓

✓

✓
（静粛性、排ガスゼロ）

✓

✓

✓

✓

✓

✓
（長距離走行）

✓

✓
（低CO2 ）

経済性
（TCO）

エミッション・NVH 等

特に商用車において重要な要件 概要
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現時点、それらの「環境性能」と「商用車に求められるコスト・性能要件」を全て満
たすパワートレイン×動力源は存在しておらず、それぞれ普及課題が存在する

新たなパワートレイン×動力源の普及に向けた課題

出所：公開情報、エキスパートヒアリング、Strategy&作成 21

エンジン駆動 モーター駆動

CNG/LNG バイオ燃料 合成液体燃料 e-fuel HET BET FCET

コ
ス
ト
（
TC

O
） 初期コスト

（車両導入）
車両価格が高い

（タンク等）
従来車を使用
（B30程度は可）

従来車を使用
（燃料ドロップイン）

従来車を使用
（燃料ドロップイン）

車両価格が高い
（バッテリー等）

車両価格が高い
（バッテリー等）

車両価格が高い
（タンク等）

ランニングコスト
（メンテナンス・燃費）

―
（ディーゼル比では劣るが
基本的な要件は満たす）

国内は
安価なバイオ資源不在
コスト削減歩留まり悪い

燃料製造コストが高い
（他燃料の数倍）

燃料製造コストが高い
（他燃料の数倍）

―

メンテナンス費が高い
（商用車の寿命・使われ方へ
の対応には電池交換必要）

水素価格が高い
メンテナンス費が高い
（タンク交換等必要）

オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ン
性
能

耐久性

― ― ―

―
実証テスト中だが

要件を満たす見込み

Payload（積載性）
車両重量の増加に
伴う積載量の減少

ディーゼル比では劣るが
BET比では積載確保可

充填時間 数時間かかる
ディーゼル比では劣るが

BET比は短い
（5～15分）

充填インフラ
（走行ルート）

拠点数が不足
（全国200か所）

拠点数が不足
（僅少）

拠点数が不足
（僅少）

既存インフラ活用
拠点数が不足

（特に中大型向け）
拠点数が不足
（実証段階）

航続距離
（特に大型）

―
（CNGは△）

― ― ―
長距離走行が難しい（～

400km迄が主）
要件を満たす
（500～800km）

環境性能・他
ディーゼル比の優位性

が限定的1)

（CO2削減10%）

食料との競合性、大規
模製造の環境負荷大
（十分な供給見込めず）

ディーゼル比の優位性
が限定的

（CO2削減8.5%）

環境性能の認証の
仕組み未整備

ディーゼル比の優位性
が限定的

（CO2削減15%）

－
（再エネ使用時）
CO2削減100%

－
（カーボンフリー水素時）

CO2削減100%

：高い課題あり

商用車の要件

：課題あり－：一定要件を満たす

2 3 4 85 6 7

：長期的に特に高い課題あり
（脱炭素や環境問題解決の究極解にならず、
普及自体が進まない）

DAC（空気中からのCO2吸収）
の大規模・安価な技術が未確立

• DAC以外（プラント排出CO2活用等）のCN認定の仕組みが未整備
• 電動化で内燃機関車自体が廃止になる前（～2030年代）に市場普
及できるかがポイント（見極めが必要）
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今後も開発が進められ、マイルストーンでの開発進度やインフラ整備状況等を踏
まえ、将来のパワートレインミックスが決まる。BET・FCETが主になると予想される

パワートレイン別の普及の課題と普及シナリオ

22

普及の課題と分岐点

出所：Strategy&分析

各エネルギー普及の課題とシナリオ

ガス燃料

合成
液体燃料

電気

水素

バイオ燃料

e-fuel

ディーゼル

電気×燃料

環境性能の明確な優位性

2020年 2050年

車両価格
の低下

インフラ拠点数
の増加

車両価格
の低下

環境性能の明確な優位性

環境性能の明確な優位性安価な製造・量産確立

車両価格の低下

インフラ拠点数
の増加

インフラ
拠点数増加

車両価格の低下

安価な製造・量産確立

ディーゼル

CNG／LNG

バイオ燃料

合成液体燃料

e-fuel

HET、PHET

BET

FCET

1

2

3

4

5

6

7

8

一次エネルギー源 パワートレイン

石油

天然ガス

石炭

バイオマス

原子力

再エネ
（太陽光／風力等）

CO2

環
境
性
能
の
観
点
で
長
期
的
に
普
及
可
能
性
が
あ
る

メンテナンス費
の削減

2030年

バッテリー性能
の大幅向上

バッテリー性能
の向上

水素価格の低下

（要見極め）

環境性能の明確な優位性
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BET・FCET・e-Fuelの動力源は、再エネ起点では「電気→水素→e-fuel」の生成
順序関係があり、化石燃料同様に「フロー→ストック」のエネルギー転換と取れる

1) Fischer-Tropsch process 
出所：公開情報、Strategy&分析 23

フローのエネルギー ストックのエネルギー

電気 水素
e-fuel

（合成燃料）

CO2

エネルギー源

太陽光
（風力）

気体

水電解 FT1)合成
反応など

水再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー

液体

（（参
考
）化
石
燃
料

有機化合物 天然ガスなど

原油など

太陽光

太陽光発電
（風力発電）

生物活動

超長期
（数千万年～数億年）

短期

CO2

87 5

動力の前後関係
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また、e-Fuelの「CO2捕集」や水素の「輸送・貯蔵」等のコストもあるため、「電気をそ
のままバッテリー×モーターで使う」のが、最もエネルギー変換ロスが少なく、効率的

再エネ由来電気を前提としたエネルギー効率比較（再生可能エネルギー由来電気＝100）

出所：Transport & Environmental, 2021.「From dirty oil to clean batteries」（2022/1/13）
https://www.transportenvironment.org/wp-content/uploads/2021/07/2021_02_Battery_raw_materials_report_final.pdf. 24
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Liquid(Diesel)
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electricity

electrolysis CO2 air capture 
and FT -
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storage and 
distribution

charging 
equipment

Battery charge 
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electoricity 
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Engine/Motor 
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Overall 
efficiency

Well to Tank Tank To Wheel

100

33

24

31
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20

24
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35
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外部調査機関による試算例（乗用車）

※送配電ロス率想定

※水素輸送・保管・昇圧・高圧等
に伴う外部コストが生じる想定

※燃料の輸配送に伴う外部
コストが追加で生じる想定

※CO2捕集に係る外部コスト
は含まれていない想定
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しかしながら、電気（バッテリー）は、e-fuelや水素などの液体・気体燃料に比して
「エネルギー密度」が低いという課題がある

体積エネルギー密度

出所：各種分析結果に基づきPwC作成 25

• 電気（バッテリー）は、エネルギー密度
に課題がある

• 水素は、電気（バッテリー）より優位だが、液体燃
料よりエネルギー密度が低い

• 液体燃料は、移動体としての自動車の燃料として
は適している

50

100

体
積
エ
ネ
ル
ギ
ー
密

度
（
ガ
ソ
リ
ン
＝

10
0）

高圧水素
（70MPa）

エタノール

0

ガソリン

ディーゼル・e-fuel

CNG
（20MPa）

熱効率（全体の40%）を考慮
1/4以下

液体
（現状）

固体
（2020年代）

水素吸蔵
合金(2wt%)

リチウム
イオン電池

7

1

8

5

気体

水素電気 水素 e-fuel
液体

フローのエネルギー ストックのエネルギー
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出力・航続距離を伸ばすためにバッテリーを増やすと、「スペースの圧迫」や「車両
重量の増加」になり、結局積載量や航続距離を確保できないという負の循環になる

エネルギー密度が低いバッテリーで商用車を駆動させる場合の課題

出所：Strategy&分析 26

出力強化・
航続距離伸長

のため
バッテリーを増やす

バッテリーが
大きくなる

シャシ・足回りの
強化が必要になる

車両重量が
増える

燃費が低下する
航続距離が減る

（遠くに運べない）

積載量が減る

（量を運べない）
（重量物を運べない）

搭載スペースが
減る

より多くの荷物・
重たい荷物を

より遠くへ運びたい

バッテリーが
重たくなる
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前述の「エネルギー効率」「エネルギー密度」に加え、「インフラ設置容易さ」や「パ
ワートレイン特性」などの要素の複合により、各用途に最適な商用車が決まる

エネルギー効率
（変換ロスの少なさ＝

コスト・経済性）

エネルギー密度
（長い出力、短時間での

燃料充填が可能）

パワートレイン
×

動力源
適合用途

（基本的な考え方）

低い
（バッテリーが嵩張り、長距離走行できない）

高い
（商用車や社会全体の経済性として最優先）

BET

• バッテリー搭載量が少なくて済む用途
（＝小型・短距離）

（※商用車は、運行ルートや運行時間・充電時間を
予め規定しやすいため、一定の航続性能を満たせ
ば、乗用車よりもBET導入は行いやすい）

BETより高い
（長距離輸送、燃料の短時間充填が可能）

BETより低い
（水素変換ロス）

FCET

• BETで対応できない長距離輸送

• 加えて小型・短距離でも、24時間配送等で

充電時間確保が困難な場合や、冷蔵輸送
な ど 電 力 消 費 が 大 き い 場 合 に 入 る
（※e-fuelよりも低振動で乗り心地が良く、特に長
距離はFCが優先して入る想定）

FCETより高い
（FCよりもさらに長距離輸送、短時間充填が可能）

FCETより低い
（燃料変換ロス、内燃機関でのロス）

e-fuel

• BET・FCETが入れない領域（エネルギー効
率 ／ 燃 費 が 悪 い た め ）
（※軽油継続が必要な緊急用途（消防、軍事等）
や、インフラ設置できない地域に入る可能性。
燃料代が高いため、短中距離用途中心と想定）

インフラ FCET比では比較的容易
（電力網は既にあり、充電器やST設置のみ）

設置が大変
（サプライチェーン網整備が必要）

既存インフラ活用可能
（既存の燃料輸送網、ステーションの活用）

87 5

パワートレイン特性 モーターは動力性能に優位性あり
（低速トルク、静粛性・低振動で乗りやすい）

エンジンには課題あり
（モーター比で、トルク・騒音・振動等で劣る）

そ
の
他

＜ ＜

＜

＜

動力源の特性と適合する用途

まずはBETが選択肢 次に水素・FCET 最後にe-fuel（可能性）

27出所：Strategy&分析
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商用車の用途を踏まえた
脱炭素の「現実解」

0. 序章

1. 商用車業界の脱炭素の必要性

2. 脱炭素実現の手段とその課題

3. 商用車の用途を踏まえた脱炭素の「現実解」

4. 部品サプライヤーがとるべきアクション

Strategy& | PwC
28
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先行する欧州市場を例として商用車の脱炭素化のトレンドを概観し、そのうえで日本
でのセグメント別の代替パワートレインの可能性を考察する

地域の差を踏まえた、脱炭素対応に必要なパワートレイン

世界（欧・米・中） 日本

• （再エネ比が低く、日系OEMの取り組みが強くないこともあり）
BET導入の動きは、米欧中よりも緩やかに進む

• 他方、普通免許で乗れる都市内配送用のBEバンが物流会社主
導で導入される

• 乗用車のFCスタックを活用したFCETが20年半ばから徐々に投
入され、30年以降普及が加速

• ～50年には、長距離輸送はFCETが主流となる。一部にe-fuel等
の代替燃料も活用される可能性がある

• 欧・米・中 の電動化推進規制（乗入れ規制、BEV/ZEV規制等）か
ら、BET・バンの導入が進む

• 欧・米で、一部天然ガス・バイオ燃料が活用されるものの、主力の

動力源にはならない（環境面での懸念が表明されているほか、バイ
オ燃料は供給能力の面でも制約がある）

• 再エネ比が高い欧州では、長距離用含め全般にBET・FCETが普
及する

• 欧・米で、一部天然ガス・バイオ燃料が活用されるものの、主力の
動力源にはならない（小型と同じ）

ト
ラ
ッ
ク

小
型

中
大
型

• TCO（車両・燃料）

• オペレーション性能
（耐久性・積載性・充填インフラ）

• 環境性能

• 上記に加え、特に航続距離

本レポートにおけるポイント
（次ページ以降）

②次に、日本での商機を考察するため、実際の物流
の用途・車両セグメントごとにどのような代替パ
ワートレインが適用されうるかを検討する

①先行する欧州での動き・方向性を理解することによ
り、大きなトレンドを把握する

地域特性
• 日系OEM中心（メーカー意向が強く働く）

• 狭い国土（＝長距離輸送は限定的、Go Stop多くHETが適合）

• 再生可能エネルギー率低い／自国資源も限定的

• 乗り入れ規制なし

• 日米欧中の複数メーカーが競争

• 広い国土（＝大陸横断の移動・輸送）

• 欧は再生可能エネルギー率高い／米は天然ガスやバイオ資源

• 欧や米中一部は都市乗り入れ規制

車両タイプ別
の特性・要件

29出所：Strategy&分析
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欧州においては、4つの要因により、今後10年間でゼロエミッショントラックへの関
心が今以上に高まると予想される

要因の経時的変化の予測（2020年～2030年） APTを支持しない要因

夜明け キックオフ
第1世代

量産プラットフォーム
脱炭素化の10年

規制

• 大型トラック用の排出ガス基準の検
討と導入

• 乗入規制が初めて導入される

• さらなる削減のため、56.5g 
CO2/tkmを大型トラックの基準値と
して設定

• ほとんどの欧州都市で乗入規制が
実施される

• 第一段階の削減目標48g CO2/tkm
（2019年から2025までに-15%）

• 公害問題を抱える欧州都市で初め
てICEの禁止措置が実施される

• 第二段階の削減目標39.6g 
CO2/tkm（2019年から2030年まで
に-30%）

• 欧州都市でICEの禁止措置が拡大

顧客と
マーケット

• ICEが最も使いやすい

• ゼロエミッショントラックのユーザー
のほとんどが革新的な大企業

• いまだICEが最も使いやすい

• ゼロエミッショントラックのユーザー
のほとんどがアーリーアダプター層

• トラック用の代替パワートレインへ
の注目が高まる

• ゼロエミッショントラックの顧客が増
える

• 高額な炭素税によりICEが魅力的
ではなくなる

• ゼロエミッショントラックの顧客基盤
が広がる

経済性

• ICEがほとんどの使用事例におい
て最も経済的

• 一部のトラック（小型トラック）と200 
km未満の航続距離ではBETのコ
スト競争力が高い

• BET （バッテリー式電気トラック）が

他の車両セグメント（中型トラック）と
より長い航続距離（300 kmを超え

る）でもコスト競争力を持つようにな
る

• BETとFCET（水素駆動燃料電池ト

ラック）が一部の大型トラックの中距
離利用（400 kmを超える）において
コスト競争力を持つようになる

• ICE（内燃機関トラック）がほとんど
の使用事例において最も経済的

インフラ

• トラック向けの高速充電設備と水素
ステーションが初めて一般に利用
可能となる

• 欧州には架線ネットワーク（トラック
用の架線式給電網）はない

• 高速充電と高速水素補給がトラック
向けに欧州内の主要交通回廊で利
用可能となる（100カ所を超えるス
テーション）

• 欧州内に架線ネットワークはない

• インフラの構築が進む（100カ所を
超えるステーション）

• 欧州内に架線ネットワークはない

• APT（代替パワートレイントラック）

向けの公共インフラは脆弱（パイ
ロットプロジェクトのみ）

2020 2025 2030

30

APTをやや支持する要因 APTを支持する要因
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セグメント 小型トラック 中型トラック 大型トラック

ユースケース（例） 業者車両 都市型カーゴ 自治体公用車 ゴミ収集車 運送トラック 工事用トラック 長距離輸送用トラック

典型的な車両

概要

• 小型の商用車。多
くは中小企業が使
用

• 小包や郵便の配達
に使われることが
多い

• 市営サービスに使
用

• 主に電気 / ガス / 
水道の設備工事、
公共工事、道路整
備に使用

• ゴミの収集とゴミ処
理施設への輸送に
使用

• 比較的重い品物の
輸送に使用

• 地元のニーズに合
わせたさまざまなタ
イプの工事用車両

• 大量 and/or 重い
荷物の輸送に主に
使用

輸送距離

• 物資を同一地域内
で輸送

• 同一都市内かその
近郊エリア内の輸
送

• 同一都市内かその
近郊エリアの輸送

• 同一都市内かその
近郊エリアの輸送

• 異なる地域間での
輸送

• 物資を異なる地域
間で輸送

• 物資を異なる国間
で輸送

一般的な
1日の走行
距離（km）

ユースケースによって適用されるトラックのセグメントが変わる。長距離輸送用の大型
トラックの電動化が最も困難と想定される

トラックのセグメント別ユースケース

31
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50%

40%
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90%

10%
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95%
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35%

5%

5%

45%
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出所：ETISplusデータ、Eurostatデータ、komDRIVE（2016）、Strategy&分析

400km以上は
電動化の技術的
ハードルが高い
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200-400
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しかしEUの場合、例えばドイツにおける道路輸送のＣＯ２排出量の66％は大型
トラックによるものである

世界のCO2排出量と主な市場推移

32

31.5
（83%）

6.5
（17%）

その他

単位：ギガトンCO2

世界の人為的CO2排出量 ドイツにおけるトラックの台数、走行距離、排出量

2.8

2.1

1.1

乗用車

0.5
3.7

トラック

道路輸送

小型トラック（3.5t未満） 中型トラック（3.5t ～15t） 大型トラック（15t～）

出所: Kluschke（2019年）、Timmerberg（2018年）

74%

56%

20%

12%

5%

14%

14%

39%

66%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

総台数[台] 総走行距離
[10億車両km]

重要ポイント

• トラック輸送セクターが世界全体
で1年間に排出するCO2 は、3.7
ギガトンにのぼる

• ドイツのトラック保有台数は約
270万台で、LDT（小型トラック）
がその過半 （74%） を占めてい
る

• しかし、大型トラックが総走行距
離の39％、総排出量の66％を占
めている

総排出量
[Mt CO2 e/a]
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欧州の大型トラックの交通量は主に高速道路で発生しており、年間860億kmにのぼる。
その中でドイツが最も多い

ドイツを含む欧州の大型トラック交通量

33

欧州

• 欧州全体における大型トラックの総走行距離は年間860億
km

• 欧州全体で、典型的な1回の走行距離は300から500km

• 一部の道路区間の交通量は毎年最大10万台にのぼる

• 交通量が多いのはベネルクス、フランス、ドイツ

• 東欧諸国の交通量は比較的少ない

• 交通量は年に約2％ずつ増加

重要ポイント

欧州の高速道路の大型トラック交通量
（単位：年間台数）

出所: ETISplus（2010）、Eurostat（2018）のデータを基に更新
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そのためEUは、商用車については「大型トラック」のゼロエミッションを優先的に進
めるべく、他の商用車に先行して2030年までの目標を設定している（※他も追って設定される）

EUの排出ガス規制と長距離大型トラック（HDT）のCO2排出量への影響

1）数値は暫定基準値に基づく（ACEA 2020を参照）
出所：EU（2019）、Strategy&分析 34

0

10

20

30

40

50

60

70

20252019 2030 2035

48.0

56.5

C
O

2
排

出
量

単
位

：
g/

t k
m

39.6
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2019年基準値1) 

2025年目標 - 15% 

2030年目標 - 30%

ICE効率化／
ハイブリッド化

-50% 境界値

• 新車販売されるHDTの平均CO2排出量を、2019年値を基準として2025
年までに15％削減、2030年までに30％削減する

• 18の車両群のうち4つが規制の対象となり、利用プロファイルにより都市
型、地域型、長距離といったサブグループに分けられる

• サブグループの分類は、キャビンタイプとエンジン出力に基づいて決定さ
れる

• ゼロエミッション車と低公害車にはインセンティブが与えられる

• フリート（車両全体）のCO2排出量の計算には、走行距離と最大積載量の
重みづけ係数が使用される

• 特定のサブグループのCO2排出量は、それぞれの走行距離とCO2排出
量への影響を反映するため、他のサブグループよりも高い重み付けの計
算がなされる

• 2025年から2029年まで、OEMは車両1台あたり、超過した排出量g
CO2/t・kmごとに最大4,250ユーロの罰金を支払わなければならない。こ
の罰金は2030年以降、g CO2/t・kmごとに6,800ユーロに増額見込み

長距離大型トラックのサブグループにおける排出量の例

HDTに適用されるEUの排出ガス規制 排ガス規制の主な内容

電動化

低公害車
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各地の規制と厳格措置（例）

出所：Urbanaccessregulations.eu （2020） 35

低排出ゾーン 都市通行料 その他の規制 汚染緊急規制

ロンドン
乗入規制料

• 1日最大14ポンドの通行料

• 排出基準を満たしていなければ、最大
300ポンドが課される

パリ
汚染緊急規制

• 汚染が激しい時期には緊急規制が行われる

• 3.5ｔ以上の車両の走行禁止措置がとられる
こともある。この場合3.5ｔ以上の車両はパリ
に入ることができない

クラクフ
低排出ゾーン

• クラクフ市中心部

• 電気自動車、水素自動車、天然ガス自
動車を除くすべての車両が対象

重要ポイント

• 複数の都市や国がトラックの
都心部への進入を制限するた
めのさまざまな規制をすでに
承認している

• 規制の大多数が大型トラック
を対象としている
-乗入規制（リガなど）
-有料都市道路（ロンドンなど）

• ただし、大型トラックはハブ間
の幹線輸送に用いること多い
ため、これらの規制による長
距離大型トラックへの影響は
かなり小さい

リガ
乗入規制

• 5トン以上の車両はリガ市内の特定の道路
のみを特定の時間帯に限り走行可能

また、すでに複数の都市や国が、化石燃料トラックについて「都市部など特定地域への
進入禁止」や「高額な通行料の設定」などの措置を行っている
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その結果、2030年におけるゼロエミッショントラックの割合は、電動化しやすい小型
トラックにおいて最も多いが、大型トラックにおいても一定程度見込まれる

西欧（トルコを含む）のトラック製造予測 単位：100万台

注）ICEは合成燃料とハイブリッドを含む。FCETは燃料電池レンジエクステンダーを搭載したBETを含む
36

FCET（水素駆動燃料電池トラック）BET（バッテリー式電気トラック）ICE（内燃機関トラック）

0.0

3.0

2.0

1.0

2020 20352025 2030

2.99

0.0

0.1

0.2

0.14

2020 20352025 2030
0.0

0.1

0.2

0.5

0.3

0.4

2020 2025 2030 2035

0.48

大型トラック中型トラック小型トラック

31%

64%

30%

5%

54%

15%

82%

14%

4%

90%

8%

2%

54%

28%

18%

50%

35%

15%
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大型トラックの脱炭素化に向けたグリーン技術としては、バッテリー電力、架線、燃
料電池、合成燃料の4つの選択肢が存在する

大型トラックのパワートレイン技術：概要

1）本レポートでは、合成ディーゼル燃料はカーボンニュートラル（つまり空気中のCO2を使用して生成されたもの）であると想定している 37

トラック区分 小型トラック 中型トラック 大型トラック

ユースケース 業者車両 都市型カーゴ 自治体公用車 ゴミ収集車 運送トラック 工事用トラック 長距離トラック

パワートレイン代替技術

BET
推進力となる電気モーターに直接
電気を使用し、エネルギー貯蔵と
してバッテリーを使用する

参考 ： 架線式トラック

モーターで電気を直接使用して駆
動する。小型電池にエネルギーを
蓄えつつ、主には架線を介して転
送されるエネルギーを使用

e-fuel
電気を「合成燃料」へ変換し
（Power-to-LiquidまたはPower-
to-Gas）、内燃機関で駆動1)

FC
水電解による水素を燃料電池で
電気に変換し、電気モーターで駆
動

5 7

8
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ディーゼル e-fuel BET FCET 参考：架線式トラック

経済面
車両への投資額

燃料費

技術面
積載量

航続可能距離

環境面
CO2

社会的受容

航続可能距離は長いが

環境面では厄介者

長い後続距離にも

対応できる

従来のICEのクリーン版

短い距離なら

最も効率がよい

オプション

セクターカップリングを

前提にした、

航続可能距離の長い代替案

効率性は良いが、

現状は負け犬

（本命にはなっていない）

いずれの代替技術にも欠点があるため、既存のディーゼルエンジンに代わるカー
ボンニュートラルな特効薬的技術は存在しない

38

基準

劣勢1) 基準値 優位1)大型トラックのパワートレイン技術 : 一般的な特徴と評価

パワートレインごとの特徴

1 5 7 8

～

1) ユーザー要求との比較
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ディーゼル e-fuel BET FCET 参考：架線式トラック

最高出力 300kW 300kW 300kW 300kW1) 300kW

タンク・電池容量
700リットル
（ディーゼル）

700リットル
（合成燃料2)）

500kWh 60kg（水素）3)

+ 50kWh 100kWh

航続可能距離 1,500～2,000km 1,500～2,000km 400～500km 700～800km インフラ次第
[単体では40～80km]

パワートレインの重量 2,200kg 2,200kg 4,300kg 2,300kg 1,100kg

車両価格の変化（ユーロ）

39

大型トラックのパワートレイン技術 : 技術経済性の特徴

XX 2030年のICEと比較
した追加コスト

95

20252020 2030 2020 2030 2020 2025

107

2030 2020 2025

89

2030

166

83

2020

88

2025

192
161 145154

2030

79

2025

79 83

235

88

+660

+1

+57

パワートレインの
コスト（単位：千ユーロ）

1) 200kWが燃料電池の出力、2) 合成ディーゼル燃料、3）水素は70MPaで保管
出所：Strategy&分析

基準

1 5 7 8

代替パワートレイン搭載の大型トラックの導入は追加の車両投資を必要とし、2030
年におけるBETとFCETのコストはディーゼルに比して6万ユーロ高いと想定される
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また、大型トラック向けの新たな代替インフラのオプションとしては、ハイパワー充
電設備、水素ステーション、架線がある

代替パワートレイン大型トラック向けのインフラの選択肢

出所：Oeko Institute （2018）、Strategy&分析 40Strategy&

BET – ハイパワー充電設備（HPC）

1日に600台の大型トラックの充電が可能な
30台の充電設備を備えた大型ステーション
1カ所につき、約2,100万ユーロの投資が必
要

架線式トラック – 架線

両方向1kmにつき、170万ユーロの投資が
必要

FCET – 水素ステーション（HRS）

1日に600台の大型トラックに補給が可能な
16台のディスペンサーを備えた大型ステー
ション1カ所につき、約3,200万ユーロの投
資が必要

外観

充電器1台につき最大1.0MW 1台につき最大350kWディスペンサー1台につき1分間に最大

3kgの水素を補給
出力

コスト

航続距離約400km分を約30分でフル充電
走行中継続的に充電70MPaで圧縮された水素の場合、

航続距離約700km分を約15分で補給補給時間

7 8
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欧州の高速道路を走る全ての大型トラックを、いずれかひとつの代替技術に置き換
える場合、どの技術を選ぶかによって、必要となる代替インフラが大きく異なる

高需要ネットワーク1)：欧州の高速道路を走る代替燃料大型トラックの供給地点（PoS）インフラ

1）高需要ネットワークインフラについては、最適化モデル（NC-FRLM）により算出。また欧州の大型トラック通行量の約80%を網羅する。詳細についてはRose （2020）を参照
2) SYT= 合成燃料トラック、3) BET= 純粋なバッテリー式電気トラック、4)FCET= 水素駆動燃料電池トラック、5) CAT= 架線式ハイブリッドトラック 41

約2,400カ所の従来の高速道路上
ステーションが維持される

約1,400カ所のハイパワー充電ス
テーションの設置が必要

BET3)SYT2)

高速道路

ステーション

高速道路

ステーション

約920カ所の大型トラック用水素ス
テーションの設置が必要

FCET4)

高速道路

ステーション

約21,500kmの架線の敷設が必要

参考：CAT5)

高速道路

ステーション
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大型トラック用に新しいインフラを増設する場合、欧州横断を可能にするような架線
の新設にかかる費用が最も高く、BET用とFCET用は比肩する

欧州での大型トラック用代替インフラの増設

42

増設ステージ

パイロット
ネットワーク

1

地域を網羅した
ネットワーク

2

年間の交通量が10万台を

超える交通量の多い地域
を中心としたパイロットプロ
ジェクト

欧州全体を網羅する一貫
性のあるネットワーク

欧州全体を網羅する十分な
容量を備えたネットワーク

概要 BET

6億ユーロ
（水素ステーションが20カ所）

最初のステーション群 最初の架線最初のステーション群

7億ユーロ
（ハイパワー充電設備が35カ所）

27億ユーロ
（1,600km）

欧州横断を可能にするような
拡大されたネットワーク

22億ユーロ
（水素ステーションが70カ所）

欧州横断を可能にするような
拡大されたネットワーク

欧州横断にあらかじめ必要な
架線ネットワーク

25億ユーロ
（ハイパワー充電設備が120カ所）

362億ユーロ
（21,500km）

441億ユーロ
（21,500km）294億ユーロ

（水素ステーションが920カ所）

ステーションが増設された、
エネルギー需要を満たせる

完全なネットワーク

コンバーターステーションが
増設（容量が拡大）された、

エネルギー需要を満たせる架線

ステーションが増設された、
水素需要を満たせる
完全なネットワーク

295億ユーロ
（ハイパワー充電設備が1,400カ所）

FCET 参考：架線式トラック

高需要ネットワーク1）

3

1）高需要ネットワークインフラについては、最適化モデル（NC-FRLM）により算出。また欧州の大型トラック通行量の約80%を網羅する。詳細はRose（2020）参照

7 8
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36

74

33 36

60

16

31

11
17

40

-5

-14

-24

-7 -10

2030年のエンドユーザーの燃料価格（€ct/km）1）

1）全てのエネルギー価格は付加価値税を含まないNET価格
2）全ての供給インフラ投資額は燃料サーチャージとして想定している。架線式については他の運用モデル（例：通行料）は考慮されていない 43

基準ケース

低価格帯

高価格帯

エンドユーザーの
燃料価格
大型トラック（€ct/km）

販売時点における、
標準計量単位で
の燃料価格2）

100kmあたりの燃費 114kWh 106kWh33L33L 6kg

39ct/kWh
29ct/kWh
23ct/kWh

95ct/kWh
57ct/kWh
34ct/kWh

3.2€/L
2.3€/L
1.8€/L

10.1€/kg
6.8€/kg
4.8€/kg

1.4€/L
1.1€/L
0.9€/L

ディーゼル e-fuel BET FCET 参考：架線式トラック

エネルギーとインフラを加味した燃料価格は、大きな差が出る可能性が高い。ま
た、「炭素税」により2030年には電気と水素がディーゼルと比肩する可能性がある

炭素税が
ない場合

31炭素税がない場合

インフラ稼働率が
高い場合

インフラ稼働率が
高い場合

1 5 7 8

炭素税がある場合
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なお、代替パワートレインごとの長距離トラック向けエネルギー価格に影響を与え
る主な脅威と機会は下記の通りである

長距離トラックのエネルギー価格の主な脅威と機会（2030年）

1) ICE= 内燃機関トラック、 2) SYT= 合成燃料トラック、3) BET= 純粋なバッテリー式電気トラック、4) FCET=水素駆動燃料電池トラック、5) CAT= 架線式ハイブリッドトラック
全ての代替パワートレイン燃料はカーボンニュートラルで生産され、炭素税の対象にならないと想定。
注) BETとCATの基準電気価格を0,19€/kWh、FCETの基準水素価格を3.50€/kgと想定。BETとFCETの想定使用率：低い（6%）、中程度（12%）、高い（30%）、CATの使用率は全地域を網羅するには大規模なネットワークが必要となるため、
BETとFCETの使用率の3分の1としている 44

基準ケース

成立済み炭素税

1.1€/L。 2025年から
55€/tCO2の炭素税がす
でにドイツで導入予定

架線ネットワークの
稼働率が中程度

地域を網羅した架線ネッ
トワークで価格は
0.57€/kWh（架線使用料
を含む）

充電インフラの稼働
率が中程度

地域を網羅したハイパ
ワー充電ネットワークで価
格は0.29€/kWh 

水素供給インフラの稼
働率が中程度

地域を網羅した水素ス
テーションネットワークで価
格は6.8€/kg

混合生産

電気の価格が45€/MWh
とした場合、合成燃料の
NET価格は2.3€/L

高価格帯
（価格引き上げの
可能性）

高い炭素税

1.4€/L。現在、科学者の
間でtCO2 あたり180ユー
ロが議論されている

架線ネットワークの
稼働率が低い

地域を網羅した架線ネット
ワークで価格は
0.95€/kWh （架線使用料
を含む）

充電インフラの稼働
率が低い

地域を網羅したハイパ
ワー充電ネットワークで価
格は0.39€/kWh 

水素供給インフラの稼
働率が低い

地域を網羅した水素ステー
ションネットワークで価格は
10.1€/kg 

地元で生産

電気の価格が 60€/MWh
とした場合、合成燃料の
NET価格は3.2€/L

低価格帯
（価格引き下げの可
能性）

炭素税なし

0.9€/L。化石燃料への社

会的支持がある場合は、
0€/tCO2 

架線ネットワークの
稼働率が高い

地域を網羅した架線ネット
ワークで価格は
0.34€/kWh （架線使用料
を含む）

充電インフラの稼働
率が高い

地域を網羅したハイパ
ワー充電ネットワークで価
格は0.23€/kWh 

水素供給インフラの
稼働率が高い

地域を網羅した水素ス
テーションネットワークで
価格は4.8€/kg 

合成燃料を輸入

例えば中東生産者などか
ら大型船で電気価格
30€/MWh（1.8€/L）で輸
入

ICE1) SYT2) BET3) FCET4) CAT5)
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TCOの内訳

ディーゼル e-fuel FCETBET 参考：架線式トラック

2030年の長距離トラックのTCO（€ct/km）

* PoS（Point of service）インフラ：燃料充填インフラ
注）全体のパラメーター：年間走行距離100,000 km、所有期間4年、 通行料、保険料、自動車税、金利は含まれていない。また、エネルギー価格は全て付加価値税を含まないNET価格 45

57

95

68 65

79

+18%

+66%

+13% +37%

23%

63%14%

メンテナンスエネルギー＆PoSインフラ 減価償却費

78%

9%
14%

51%

6%

43%46%

8%

46%

18%

76%

6%

2030年のTCO
（€ct/km）

BETとFCETのTCOは、2030年までにディーゼルに近づくと想定されるが、その他の
オプションははるかに高額になる見込みである

1 5 7 8
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57

95

68 65

79

16

31
40

11 17

-8
-24

-5

-14

-7
-2

-10

手頃な価格の選択肢
ではない
化石燃料ディーゼル
との混合で使われる
可能性はある

化石燃料ICEと競争
するには安い水素価
格（5€/kg未満）が必
要

化石燃料ICEと競争
するには安い電力価
格（0.25€/kWh未満）
か「ミリオンマイルバッ
テリー（超長寿命電
池）」が必要

架線が広く敷設される
まで、CATの採用率
が低く留まるため、
インフラの投資回収
が可能か疑わしい

高額な炭素税（>50 
€/t CO2を超える）が
なければ最も手頃な
価格の選択肢

主なマイナス点

BETとFCETのTCO低減には、「バッテリーの長寿命化」と「代替燃料価格の低下」
が大きな影響を与える

2030年の長距離トラックのTCO（€ct/km）

46

2030年のTCO
（€ct/km）

基準値 燃料の低価格帯 パワートレインの可能性燃料の高価格帯

基準ケース

低価格帯

高価格帯
燃料
価格

39ct/kWh
29ct/kWh
23ct/kWh

95ct/kWh
57ct/kWh
34ct/kWh

3.2€/L
2.3€/L
1.8€/L

10.1€/kg
6.8€/kg
4.8€/kg

1.4€/L
1.1€/L
0.9€/L

ディーゼル e-fuel FCETBET 参考：架線式トラック

1 5 7 8
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なお、長距離トラック用代替パワートレインのTCOの主要要素、および主な脅威（リス
ク）と機会（アップサイド）は以下の通りである

主要なTCO構成要素、基準値と変化の可能性

1）代替パワートレインの比較における重要性
2）通常の燃料電池の耐久性は5,000時間耐であるのに対し、耐久性の高い燃料電池スタックは20,000時間。通常のバッテリーの寿命が1,400充電サイクルであるのに対しミリオンマイルバッテリーの寿命は3,000
フル充電サイクル 47

TCO構成要素 重要性1）

車両価格はさまざま

エネルギー価格はさまざま

損耗対策の程度はさまざま

（考慮しない）

（考慮しない）

（考慮しない）

（考慮しない）

燃料
（インフラ含む）

メンテナンス

保険

税金

通行料

動力伝達機構

減価償却費

TCO基準値 TCO低減（アップサイド） TCO高止まり（リスク）

車両価格に応じた減価償却費

例）ICEとSYTは88k€、
CATは89k€、FCETは145k€、

BETは154k€

広大なネットワークに基づく
燃料コスト

例）電気価格は0.29€/kWh（BET）か
ら0.57€/kWh（CAT）、水素価格は
6.82€/kg（FCET）、ディーゼル価格
1.08€/L（ICE）から2.25€/L（SYT）

パワートレイン技術に基づく
メンテナンス

例）BETとCATは5k€/a 、
FCETは6k€/a、
ICとSYTは8k€/a 

耐久性の高い燃料電池スタッ
ク（FCET）や「ミリオンマイル
バッテリー（BET）2）により、残

存価値が増加する

供給ネットワークの使用率向上
（BET、CAT、FCET）または燃

料生産コストの低下（例：合成
燃料の輸入）により燃料コスト

が減少する

（考慮しない）

（考慮しない）

供給ネットワークの使用率低下
（BET、CAT、FCET）または地

元での燃料生産（合成燃料）に
より燃料コストが増加する

（考慮しない）

€

Tax

Toll
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BETにおいては、車両サイズを問わず全てのセグメントにおいて長距離輸送よりも
短距離輸送の方がメリットがある

2030年でのセグメントごとの短・中距離トラックのTCO（€ct/km）

注）本比較は停留所充電設備（AC式充電器（小型トラック）やDC式充電器（中型トラック・大型トラック）の設置費用を含む）を考慮に入れている 48

大型トラック中型トラック小型トラック概要

短距離

一日あたりの航続
距離

200km未満

（年間最大
25.000km） バッテリー

サイズ

TCO

使い方の例

中距離

一日あたりの航続
距離

200km～400km

（年間最大
50.000km） バッテリー

サイズ

TCO

使い方の例

30 26

-12%

BET

24 23

-5%

63 55

-13%

51 49

-4%

104 90

-13%

78 79

+1%

60kWh 150kWh 250kWh

市内の郵便配達 郊外への配送 長距離走行

ラストマイル配送 物品のラストマイル輸送 建設・工事

150kWh 300kWh 500kWh

ICE 71
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なお、欧州では、充電を「法令に基づく休憩」に組み込む前提で大型BETの展開を図
る動きがある。しかしながら日本で同様の展開・成立は見込めない可能性がある

BET大型トラックの有望度（日欧の違い）

出所：公開情報、エキスパートインタビュー、Strategy&分析 49

欧州の自動車業界エキスパート

欧州

（参考）
日本

4時間半に一度45分の休憩義務付け→充電を組
み込んだ運行管理が容易

• 以前は「1,000kmの航続距離確保」が大型BETの焦点だったが、
バッテリーだけで5トン以上必要となり非現実的

• 今は、4時間半に一度行う休憩時間に充電する前提で対応できる用
途に入れる何か、という点に焦点が移っている

• 大型BET普及は25年以降。ただしZEV規制のような規制はなく、実
際の普及規模を見通すのは難しい。OEMとしては、FCETとセットで

ラインナップを揃えて、ユーザーニーズや用途に合わせて適した用
途に使ってもらうスタンスだろう

残業規制を2024年にようやく導入→休憩時間厳
格運用は当分先か

*4時間につき30分以上の休憩等必要（10分×3回も可）
*大型幹線輸送でも下請け会社も多く、徹底されていない

欧州OEMは、
大型BETの投入方針を
発表

日系OEMは、
大型BETの具体的な展
開計画を提示していない

日本の物流業界関係者

• 2024年から導入される「残業規制」で、大型幹線輸送部分は、ドライ

バー不足が顕著になる。混載・共同配送等で積載率を向上させてド
ライバー不足に対応するのが喫緊の課題

• トラックOEMも具体的な大型BET計画は出しておらず、そもそも再エ
ネで充電もできないとなると普及はかなり難しいのでは

• 小型配送EVバンでも、予定外の運行が入り電池切れなどが頻発し、
大きな問題になった。大型トラックで同じことは許されない

• 業界横断で全ての車両や充電スタンドが「コネクテッド」になり、あら
かじめ充電スタンドが予約できるようにならないと実現しない

どこまで再生可能エネ
ルギーになるか見通し
にくい

再生可能エネルギーを
抜本的に拡大

？
？

？

？
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（使い方として僅少）

：FCに適合性・優位性あり ：FCに適合性・優位性ない

FC適合性・優位性が高い領域

日本では、長距離用の大型にFCETが適合することに加え、高頻度・冷蔵・24時間稼
働等の要件を伴うコンビニ輸送用の小型もFCETが普及する可能性がある
走行距離・車両重量別のFCET適合性（日本）

50

大型

中型

小型

短距離（～150km）

1回あたり走行距離

中距離（300km） 長距離（500km～）

• 特定ルートの少数インフラでカバー可能
• 排ガス削減効果大きい
• 航続距離優位性が出る
• Payload優位性が出る
• ランニングコスト優位性が出やすい

航続距離の観点
でBET対応困難

基本はBET優位だが日本のコンビニの冷蔵・高頻度配送等の用途にFCETは適合する

• 対BET比で航続距離、ランニングコスト優位性が出にくい

• 走行ルートを限定しづらく、少数の水素ステーション設置でインフラをカバーするのは難しい （使い方として僅少）

• 航続距離優位性出ない
• Payload優位性が出ない
• ランニングコスト優位性が出にくい
• 大都市等は少数インフラでカバー可能
• ゼロエミッション要請（都市内制限等）
• 24時間コンビニ配送で短充填が活きる
• 電力消費多い冷蔵輸送に対応可能

一部FC適合性・優位性がある領域

積載量観点で
BET対応困難

出所：Strategy&分析
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• 2019年 小型BETのモニター走行開始

• 2020年 乗用車OEMと大型FCETの共同研究を発表

• 2021年 小型FCETの実証開始

• 2021年 商用車OEM、乗用車OEMと電動化協業発表

• 2021年 大型LNGトラック発売

• 2022年 USエンジンメーカーと北米中型試作BET製作協業

• 2022年 小型BETの量産開始予定

• 2024年 大型路線BEVバス市場投入予定

• 2020年 EV、FCETの開発において欧州OEMと協業発表

• 2020年大型FCETの乗用車OEMとの共同開発を発表

• 2021年商用車OEM、乗用車OEMと電動化協業発表

• 2021年小型FCETの実証開始

• 2022年大型FCETの走行実証予定

• 2022年小型BETの量産開始

• 2016年 小型BET発表

• 2020年 2020年代後半までにFCET量産開始と発表

• 2021年 小型FCETコンセプトモデルを発表

• 2021年 2030年代後半にICE車の販売を停止と発表

実際、日本の主要商用車OEM3社は、比重や時間軸が異なるものの、小型はBET、
大型はFCETをメインに取り組みつつ、小型FCET等の検討も行っている
国内OEMにおける現状課題に対する取り組み

51

A社

B社

C社

現在の取り組み状況（抜粋）

• 2030年に主要モデルの電動車販
売拡大

• 2040年までにCNに対応できるフ
ルラインナップを確立

• LNG、バイオ燃料等の代替燃料と
HET・BET・FCETを併用して脱炭
素を目指す

• 2030年に電動化率50％
• 2050年に100％を目標とする

• HET・EV・FCETを中心に脱炭素
を目指す

• 2030年代後半に日本国内の新型
車両全てをCNにし、ICE車の販売
を終了

• CNG、 HETの開発は行わず、
BET・FCETを中心に脱炭素を目
指す

今後の方針・計画 計画イメージ（想定）

BET

FCET

ディーゼル
ディーゼル

BET

FCET

HET,PHET

HET
代替燃料

BET

FCET
BET

ディーゼル

ディーゼル

BET

FCET

BET
HET,PHET

2020 ～2030 ～2050

代替燃料

BET

FCET

ディーゼル
ディーゼル

BET

FCET

HET

HET代替燃料

BET
HET

2020 ～2040 ～2050

代替燃料

代替燃料

1
1

1

6
7

6

7
8

7

2-5

6

7

8

1
7

1

6

7
8

6

7

8

7

8

1
1

7

8

2-5
2-5

2-5

2-5

2020 ～2030 ～2050
出所：Strategy&分析
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一方、物流会社は既に、脱炭素、燃料代・整備費など維持費の節約、荷積み・荷下
ろし効率化のため、短距離・都市配送において小型電動商用車の採用を進めている
トラックOEM・物流会社の取り組み（小型領域）

52

大手宅配会社による中国製EV導入

【概要】
• 2020年に国内ベンチャーと提携し、中国製

EV車体をベースとした軽自動車クラスの商
用EVの共同開発および実証実験を開始

• 生産は中国OEMに委託
【目的】
• SDGs、パリ協定を踏まえ、全ての人々が

安全で安心できる交通社会と脱炭素社会
の実現を目指す

【用途】
• 近距離の集配に使用を想定

【台数】
• 配送用の軽7,200台を2022年9月から順次

切り替え
• 将来的には数千台の軽自動車をすべてEV

に切り替える計画

【概要】
• ウォークスルーバン型の超低床・前輪駆動

小型BETを開発し、2022年6月に市場導入
• もともと2013年頃から超低床・前輪駆動の

小型BETを開発していた
• ラストワンマイルに最適化した新開発の

BET用シャシを採用
• コンパクトなモーターをキャブ下に搭載
• バッテリーを荷台床下フレーム内側に搭載
• その他電動ユニットはほぼキャブ下に搭載

【目的】
• 普通免許対応によるドライバー不足解決
• 荷役作業等の配達業務の身体的負荷低減
• 荷物の増加や多様化への対応
• 環境負荷低減

【用途】
• 主に市街地の宅配での使用を想定

参考：日系商用車OEMも小型BETを開発

出所：公開情報、Strategy&分析

大手物流会社の中国製EV導入

【概要】
• 国内EVベンチャーが中国OEMとの共同開発

で既存の車体やプラットフォームを流用して
生産する車両を採用

• 一回の満充電で200kmの走行が可能
• 価格は380万円程度
• 様々な日系OEMと会話したが、日本のEVで

は求めるコスト基準に満たなかった
• 数年にわたって使用した場合の電池の性能

については懸念があるが、現状では夜間に
12時間充電すれば問題はないとの認識

【用途】
• ラストワンマイル

【台数】
• 今後5年で自社の車両2000台をＥＶに置き換

え、最終的には約1万台の商用EVバンを保
有する計画
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以上を踏まえれば、大型メインの長距離はFCET、中距離は複数パワートレイン並存、
短距離は中小型BETを中心に一部高稼働領域でFCETが現実解と想定
将来的なパワートレインの棲み分けイメージ（面積は保有台数イメージ）
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現在：2020年時点 将来：2050年時点想定

長
距
離

中
距
離

短
距
離

DIESEL

低稼働（長停車時間） 高稼働（短停車時間）

長
距
離

中
距
離

短
距
離

FCET

BET
HET

BET

DIESEL

低稼働（長停車時間） 高稼働（短停車時間）

e-fuel

幹線輸送は水素インフラが整備
され誰でも使えるようになると想
定（必要拠点数が少ない）

自社で水素インフラ設置可能な
大手物流事業者に加え、政府
の補助などにより中小物流事業
者でもFCET導入が進む

24時間配送（短時間充電）や冷

蔵輸送（電力消費大）は小型で
もFCETが採用されうる

2030～2040年まではHETも多

く入ると想定されるが、最終的
には充電インフラ整備、バッテ
リー技術革新、政府目標等に伴
いBETが大幅に普及すると想定
される

水素インフラの整備が難しい領域や一部の残存
内燃機関車両においてディーゼルやe-fuelCNG

大
型

中
小
型

出所：Strategy&分析

主な適用
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販売 保有

小型は、短期的にはHETの増加も想定されるが、中長期的にはBETが主となる。
中大型は、水素の安定供給が成立すれば、中長期的にFCETが主となる
国内商用車の販売／保有台数予測（万台）※前提を置いた試算

出所：公開情報、エキスパートインタビュー、Strategy&分析

中
大
型

小
型

10 10 10

2020 2030

8

2050

8 8

148
160 153

46%

50%
4%

2020

127117

2030 2050

123

46%

50%
40%

内燃機関内訳 燃料内訳

XX%
XX%
XX%
XX%

ディーゼルの割合

バイオ燃料の割合

合成燃料の割合

e-fuelの割合

8
7
2
6

5
4

1
3

①中大型でも強い政府目標設定がされる
②安価水素と充填インフラが活用可能になる
（ 特に大型BET導入は遅れFCが先行普及する）
③e-fuelも実用化される（ICE車継続）

前
提

※FCET普及が先行するシナリオ
（電池革新や運行管理高度化が進めばBET併用もあ
りえる）

≈
≈

≈
≈
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ただし、政府の目標が「小型：30年に2～3割電動化（HET込み）、中大型：未定」という
状況のため、今後の規制動向や水素供給成立目途などにより状況は変わりうる
日本の商用車脱炭素に向けた政策目標と今後の分岐

1） 車両総重量8トン以下の商用車
出所：2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略(経産省等）。8t以下の小型車は、2030年までに新車販売のうち20～30％を電動車にし、2040年までに新車販売で電動車と合成燃料の脱炭素燃料の利用に適した車両を合わせて
100％を目指す。8t超の大型車は、2020年代に5,000台先行導入を目指す。同時に水素や合成燃料の価格低減に向けた技術開発・普及の取り組みの進捗も踏まえ、2030年までに2040年の電動車普及目標を設定する

① 2040年以降に向けてどの程度の高い政府の脱炭素目標が出るか
② 安価なカーボンフリー水素調達が見込めるか（発電所、製鉄等向けの大規模導入が進むか）
③ e-fuelの普及目途が立つか（CO2の回収技術、e-fuelの環境性能の認証設計など）

2020年 2030年 2040年 2050年

20～30%
（HET含む）

100%
（HET含む）

TBD%

5,000台
導入ゼロ

僅少

言及なし

言及なし

※2040年の中大型目標
を2030年までに決定

今後の
分岐点

（2030年想定）

小型1）

（一部中型）

サイズ別
政府目標

（電動化・CN）

中大型

小型

中大型
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国によって規制やエネルギー事情などの違いがあるため、パワートレインミックスの内容
および変化の時期は国ごとに変わりうる。ただし大きな方向性は共通すると想定される
各国・地域の要素比較と想定される車両の方向性

エネルギー事情

規制

物流市場

出所：各種文献調査、エキスパートインタビュー、Strategy&分析 備考：バイオメタン由来のものを使う等の方策もあるが、量産構想はない

日本 欧州 米国 中国

• 商用車に関する規制の整備が
遅れている

• 現状、小型はHETを含め30年に
2～3割電動化、中大型は未定と
いう状況

• 排出量が多い大型トラックを先
行して規制導入。小型等にも順
次適用拡大予定

• 2025年▲15％、2030年▲30％

• Carb Statesなどが中大型車両
のZEV販売台数を2030年まで
に30％、2050年までに100％に
する共同覚書を締結

• CA州は35年に100％販売規制

• バスなどをはじめ商用車の電動
化を国策で推進

• グリーン電力の生産整備が他地
域に比して遅れている

• 原子力は世論の反発がある
• 他地域もだがe-fuelは当面の間

コストが高い。また日本は生産
するための電力余剰もない

• 水力や風力などのグリーン電力
が豊富かつ大規模投資中

• 国によっては原子力が市民権を
得ておりカーボンフリー電力が
豊富

• 天然ガスを調達しやすい

• グリーン電力は水力がある程度
存在。引き続き拡大中

• 原子力も一定の市民権を得てい
る

• 天然ガスを調達しやすい
• バイオ資源も豊富に有する

• 石炭火力が約6割を占める
• 一方でグリーン電力が約3割と

なっており、すでに日本以上であ
る

• 原子力は日本と同様にほとんど
ない（1桁前半パーセント）

• コンビニエンスストアの普及率が
高い

• 宅配サービスの競争が激しい
（きめ細やかなサービスが競争
要素になっている）

• 大型幹線輸送は重要な物流
• 24時間の都市配送は少ない
• トラックドライバーが過剰労働に

ならないための規制が導入され
ている

• 大型幹線輸送は重要な物流
• 24時間の都市配送は少ない
• 日本ほどきめ細やかな宅配サー

ビスではない

• 国土が広大なため大型幹線輸
送は重要な物流

• 宅配サービスなどの質はまだ発
展途上

小型

大型

差
異
要
素

車
両
の
方
向
性

• 基本はBET
• 一部高稼働領域でFCET
• つなぎでHETの採用もありえる

• 基本はBET
• FCETは限定的

• 基本はBET
• FCETは限定的
• つなぎで一部にバイオが入るか

• 基本はBET
• FCETは限定的
• 一部にバイオが入るか

• 基本はFCET
• 中型はBETも想定される
• 残存車両用にe-fuelがありえるか

• 基本はFCET
• 大型にもBETが採用されうる
• 残存車両用にe-fuelがありえるか

• 基本はFCET
• 中型はBETも想定される
• つなぎで一部にバイオが入るか

• 基本はFCET
• 中型はBETも想定される
• 残存車両用にe-fuelがありえるか
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部品サプライヤーがとるべき
アクション

0. 序章

1. 商用車業界の脱炭素の必要性

2. 脱炭素実現の手段とその課題

3. 商用車の用途を踏まえた脱炭素の「現実解」

4. 部品サプライヤーがとるべきアクション

Strategy& | PwC
57
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以上の商用車の変化に対し、部品サプライヤーには、先手で商機、後手で脅威と
なるとるべきアクション、商品戦略・販売戦略の見直し、モノづくりの変革がある

商用車部品サプライヤーがとるべきアクション

備考：2021年末時点の状況を踏まえて作成 58

商用車に求められる対応 商用車部品サプライヤーがとるべきアクション

車両およびライフサイクルのゼロエミッション化

航続距離最大化（軽量化・省電・熱マネ等）

物流高効率化
への寄与

充電／充填時間短縮

メンテナンス時間短縮

故障予兆検知 等

OTA

高度フリートマネジメント
への対応
（物流全体とのインテグレーション）

モビリティIoT 等

AD/ADAS、NVH、キャビン・架装設計などを含むUX高度化

HMI

バッテリー・タンク交換設計

商用車のPTの変化、UXの高度
化、物流高効率化への寄与に伴
う「部品の変化」

商用車のライフサイクルのゼロエ
ミッション化に伴う「要件の変化」

既存部品の
需要の変化

既存部品の
仕様の変化

新規部品の
発生

ライフサイクルで
ゼロエミッションな

部品の要求

産
業
構
造
の
変
化

（
バ
イ
ヤ
ー
の
変
化
等
）

顧
客
の
部
品
調
達
の
変
化

部品サプライヤーにおける変化 とるべきアクション

本章の内容

それらに対応するた
めの事業変革の設
計と実行

モノづくりの変革

• ライフサイクルでゼロ
エミッションの達成

商品戦略の見直し
• 今後残る部品の開発
• ポートフォリオ見直し

販売戦略の見直し
• 売り方の見直し
• 新たな顧客の捕捉

• 本章では、まず「部

品サプライヤーに

とっての変化の概

要」を示す

①求められる部品

の変化

②顧客の部品調達

の変化

③捕捉すべき顧客

の変化

④求められるモノ

づくりの変化

• そのうえで「とるべ

きアクション」を概

説する
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新たなパワートレイン用の部品だけでなく、「省電力」「静粛性」などに貢献する新
たな部品・システム・素材なども、車体・架装の双方で需要が想定される

今後想定される求められる部品の変化

出所：公開情報、Strategy&分析

省電力

低NV
（静粛性・
低振動）

代替PT部品

例

求められる部品の変化
A

車

架

車体向け

架装向け
求められる部品

電動化で直接増える顕在需要

• 乗用車電動化で「静粛・低振動」が人々にとって当たり前化
トラックも、誰でも乗れる静音・低振動ニーズが高まる
⁃ UX改善のためモーター「キーン音」や振動の低減など室内環境向上必須
⁃ 床下エンジンがなくなり、従来気にならなかった音・振動の低減が鍵に

• 遮音部品（例：乗用車HEVでは、穴あき遮音ダッシュボードイン
シュレーター、吸音フロアマット（繊維の配向の工夫）等を採用）

• 低振動部品（例：乗用車FCEVでは低騒音水素循環ポンプをギ
ア設計見直し等で開発））

• 電動化は「消費電力との闘い」。全方位の省電力化が必要
⁃ 電動・知能部品：ダイレクトな省電性能ニーズが強まる
⁃ メカ部品：小型・軽量化での燃費向上寄与が重要になる
⁃ 熱管理部品：少ない廃熱の有効利用、室内荷台冷暖房の省電力が鍵に

• アルミ・樹脂など軽量素材（現状は製造排出CO2が多く、課題
が多いが、長期では可能性）

• 省電力の車内エアコン冷蔵・冷凍荷台ユニット（ヒートポンプ等
の活用、包括的熱マネジメントシステム、断熱素材など）

• 新たな車体・架装用の部品が増える（量産フェーズへ）
⁃ 新たなパワートレイン用部品の需要が高まる

⁃ 架装もエンジン・パワーテイクオフによる油圧式から、架装単体での電動化
などが進む

• BET用部品（モーター、バッテリー、e-axle）、FCET用部品（燃
料電池ユニット、FCタンク）、その他バイオ用（防錆部品） など

• 架装物用の電動パワーユニット など（例：ミキサー車、ゴミ収集
車、冷蔵バンなど）

電動化×トラック変化で増える潜在需要

車

架

車 架

車 架

車

車 架

顧客の部品調達の変化
B

捕捉すべき顧客の変化
C

求められるモノづくりの変化
D

低床化・
ユニバーサル

デザイン

• 女性・高齢者など誰もが運転・荷積みしやすい車両に
⁃ ドライバー不足解消のためには、UX改善、特にキャブの使いやすさ改善

が重要になる（視認性・収納・プライバシーなど）

⁃ モーター・バッテリー採用でレイアウト自由度が上がることを機に、低床化
など荷役作業が行いやすいトラックが当たり前になる

• ユニバーサルデザインの室内部品（誰でも使いやすいor調整
しやすい運転席、ミラー、メーター文字盤、収納など）

• 低床化などに伴う新部品（レイアウト変更に必要な車体・架装
部品、低床用タイヤなど）

車

車 架

ソフトウェア
領域

• 車両・物流制御のためSW比重が高まる（ADAS/EE/HMI・予防整備・OTA等）
⁃ トラックは（乗用車以上に）事故等の人的被害が大きい。また運行効率化

の経済メリットも大きいため、ソフトウェアによる高度な制御がさらに重要に
なる

• 商用車のソフトウェア制御を実現する各種部品とソフト
（例：センサー類、コントロールユニット、通信ユニットなど）

• ソフトウェア制御に対応した電動制御部品

車 架

車 架
59
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求められるモノづくりの変化

OEMは特に過渡期の収益性担保のために開発効率化や原価低減などが必要と
なり、品番集約などの必要に迫られ、その結果として調達の集約が想定される

商用車OEMによる部品調達の変化（サプライヤー集約など）

出所：公開情報、Strategy&分析 60

求められる部品の変化 顧客の部品調達の変化 捕捉すべき顧客の変化

• 例えば、2030年走行CO2排出量▲40%を目指すOEMなどがあるが、実現には地域の政策やインフラ整備などに応じた複数のパワー
トレインの用意が必要になる（複数の電動パワートレインのみならず、従来のパワートレインもである）

• その状況において、物流事業者などへの車両販価を上げるわけにはいかないため、車両×パワートレインのバリエーションを増やしつ
つ収益性を担保すべく、開発費や原価の低減を図る必要がある

• そのため、特にゼロエミッションに向けた過渡期においては ①車両×パワートレインのポートフォリオをミニマムにする、②部品を共通
化する、③サプライヤーを絞って発注量をまとめる といったことが想定される

取
り
組
み
イ
メ
ー
ジ

現状 今後

aaaaaa-xxxxA

B

• 同じ機能の部品について、車種ごとに異なる品番を設定したり、複
社購買のために生産数量を分散させたりすることで、型の重複手
配や生産性の低下が生じている

（※調達リスク回避のため複社購買が有効な場合は当然ある）

• 開発部門や購買部門が共同で検討し、同一機能部品は極力共通
化し、サプライヤーも集約

• 補修部品の金型保管負担も軽減（処分基準、レーザー成型活用など）

• サプライヤーと一体での部品物流の改善（荷姿など）

・・・
・・・

背
景
・
狙
い

aaaaaa-zzzzC

車種 同一機能部品 サプライヤー

aaaaaa-yyyy

α社

β社

aaaaaa-xxxxA

B

C

車種 同一機能部品 サプライヤー

α社

BA C D
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求められるモノづくりの変化

日系OEMだけでなく、先行する外資OEMやメガサプライヤー、ベンチャーへのプ
ロアクティブな提案が、開発スピードアップや事業の維持・拡大につながる

捕捉すべき顧客の変化

出所：公開情報、Strategy&分析 61

• カーボンニュートラル対応を迫られた物流会社が、先行する海
外のBETを探索して導入しうる
⁃ 物流会社もカーボンニュートラル対応が必要なため、小型配送バンについ

て、自らBEバンを探索して導入を開始
⁃ 日系OEMによる手ごろなBETの供給がないため、中国など海外OEMの

BETを採用。なにかしらトラブルが生じなければ、このまま日系OEMの牙城
が浸食されていく可能性あり（脅威）

⁃ そのため、部品サプライヤーとしては、海外OEMにも入り込むことが、事業
の維持・拡大につながりうる

• 日系大手宅配業者（中国製BET導入）:
⁃ 日本の大手宅配業者が、中国メーカー製の車台（軽BET）を

ベースにカスタマイズした配送用BEバンを、日本のベンチャー
企業と協業で開発。2022年より導入予定

⁃ （参考）中国製BEバス：すでにバス領域では、中国の電池メー
カー製のBEバスの日本への導入が進んでいる

メガ
サプライヤー

台頭

ASEANの
電動化

（可能性）

• CASE対応でOEMのリソースが限られるなか、サプライヤーに
任せる範囲が広がりうる
⁃ OEMは、既存ICE規制対応とCASE対応を両輪で進める必要があり、

リソースが限られ、メガサプライヤーへの依存が強まる
⁃ 開発効率化や原価低減を目的としたさらなるモジュール開発もありえる

⁃ その結果、部品サプライヤーにとっては、勝ち残るメガサプライヤー向けの
ビジネスを獲得することも商機になりうる

• 米系のディーゼルエンジン大手（エンジン供給拡大）：
⁃ 独系や日系の大手トラックOEMと戦略提携を結び、ディーゼル

エンジン供給の拡大を合意

• 台湾系の受託製造メーカー（BETのプラットフォーム）：
⁃ 乗用車向けが主だが、BET用プラットフォームをサプライヤー連

合で構築する動き。日系含めてサプライヤーが参加

• 日系牙城のASEAN市場で中韓OEMのBET攻勢が進む
（乗用車BEVが主だが、トラックも要注視）
⁃ タイ：政府が2030年のBET導入目標を提示。日系OEMがガソリン車製造

基地としてASEANを捉える一方、中国OEMが小型中心にBET展開を加速
（日本からのEV輸入関税は20％だが、中国からの関税はゼロなど優位）

⁃ インドネシア：ニッケル資源を活用した電池産業振興の思惑と、韓国・中国
勢ロビイングで、乗用車でBEVに有利な税制導入等が進む。国営企業連
合の電池製造会社は、中国・韓国系電池メーカーとも提携

• 中国系OEM（タイにおける乗用車BEV攻勢）：
⁃ 中国系OEMがBEVの販売台数・シェアでトップ（9割）。充電イン

フラの自前整備も行いBEV拡販
⁃ 中国からの輸入BEVを展開中

• 中国系EVトラックリース大手（ASEAN展開開始）：
⁃ 中国で商用車EVリースを手掛ける大手が、日系大手商社や中

国最大手電池メーカーと戦略提携し、ASEAN展開を企図

求められる部品の変化 顧客の部品調達の変化 捕捉すべき顧客の変化

物流会社
による

海外BET
採用

参考事例概要市場変化

既存プレイヤー

新興プレイヤー

CBA D
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設備や電源など工場の脱炭素に加え、物流や2次サプライヤーなどを含む排出
量管理や、車種・仕向けごとの調整を行うためのOEMとの密な連携が必要となる

求められるモノづくりの変化

出所：公開情報、Strategy&分析 62

設備・電源
（工場）

• カーボンニュートラルの実現に資する生産方法・設備・電源の
導入
⁃ カーボンニュートラルに資する生産方法の導入（設計との連携強化）

⁃ 工場の生産設備（特に鋳鍛造など）やツール類の電化

⁃ 再生可能エネルギーや代替エネルギーによる電気の調達、自社発電

⁃ 自動化・生産性改善による省エネルギー実現

⁃ それらの円滑な導入（量産品の納入をしつつ切り替え）

• 日系乗用車OEM（ゼロエミッション工場）
以下のような包括的取り組みでカーボンニュートラルを推進

⁃ 代替燃料・燃料電池による自家発電（～2030年実証／～2050年全面展開）

⁃ 工場設備の電化（例：鋳造のキュポラ→電気炉、アルミ溶解のガス→遠赤
ヒーター、エアツール→電動ツール、等）

⁃ 生産性改善による省エネ（自動組付け（コネクテッド化で重量増が進むヘッ
ドライニング部品など）、自動検査、ボディ・バンパー一体塗装、等）

CO2排出
管理

（調達・管理）

OEMとの
密な連携

• 自社に加えてサプライヤーなども含めたCO2排出（および環
境性能）の管理ができる仕組みの導入
⁃ Scope3達成のため、OEMおよび大手部品サプライヤーは、自社の調達

先を含めた炭素排出量情報の管理体制が必要になる

⁃ CO2以外の環境性能情報についても、これまで以上にきめ細かく管理し、
納入先やステークホルダーにタイムリーに提供する必要がある

• 日系乗用車OEM（発注プロセスでの情報要求）：

⁃ サプライヤーに情報を求める動きが進む（設備エネルギー使用量、電
力排出係数等のCO₂排出関連情報や、樹脂等のリサイクル品活用度合等）

• 仏系部品サプライヤー（Scope3含むCN達成目標推進）：
⁃ 2030年までにCO2排出量を2019年比で45％削減する計画を掲

げ、取引先にもCO2排出削減の要求・支援を進める方針を掲げる

• 特に一斉切り替えが困難な場合などにおいて、車両の仕向
け・生産地域・車種などを踏まえたカーボンニュートラル対応
を実現するためのOEMとの密な連携
⁃ 生産地域の電源構成や仕向け地域・車種ごとの政策・規制、新車用補修

用など用途ごとにCO2削減目標は変わってくる

⁃ OEMと密に連携し、部材や工法の採用など、コストと環境性能のバランス
を取り、仕向けごとに必要・適切な切り替え計画を策定し、脱炭素推進

• 日系乗用車OEM （サプライヤー協業での脱炭素化推進）：
⁃ 分野別に取引サプライヤーを「CO2排出量が多い」「電動化でエ

ネルギー使用量が増える」などに区分け

⁃ 各分野でサプライヤー10社程度を選定して脱炭素を共同推進し、
効果があった取り組みを同じ分野の他サプライヤーに横展開す
る取り組みを開始

求められる部品の変化 顧客の部品調達の変化 捕捉すべき顧客の変化 求められるモノづくりの変化

参考事例概要

直
接
求
め
ら
れ
る
こ
と

間
接
的
に
求
め
ら
れ
る
こ
と

DB CA

OEM側

サプライヤー側
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販売戦略策定

商用車のゼロエミッション化は乗用車以上に時間を要するため、今後の商品戦略
等を策定のうえ、長期のトランジションプランを策定し、実行することが肝要である

ロングタームのトランジションプランの必要性

出所：Strategy&分析 63

ゼロエミッション
サプライチェーン

構築
（調達・生産・供給）

ポートフォリオ
マネジメント

• 商品戦略を踏まえた戦い方の策定（以下例）
⁃ 省電力や熱マネジメントなどのシステム・モジュールサプライヤー
⁃ コスト競争力などで戦う素材・部品のドミナントプレイヤー
⁃ 顧客の個別ニーズに対応する素材・部品のニッチプレイヤー

• 車両の軽量化・省電設計・熱マネジメント高度化などのため
に生じる産業構造の変化を踏まえた顧客設定
⁃ 国内OEM、海外OEM、異業種等
⁃ メガサプライヤー、モジュールサプライヤー
⁃ その他（物流会社等）

• 電動化対応品の生産技術開発を含む生産能力の確保。現
行ラインで対応できない場合は、よりフレキシブルな混流ラ
インの開発・置き換えも一案

• 顧客からのLCA対応要請に応えられる自社のゼロエミッショ
ン化、そのために必要な部品・材料・設備・再生可能エネル
ギーのサプライチェーン構築が必要

商品戦略策定

• 規制、炭素税、サステナブルファイナンス等の市場環境の変
化、顧客におけるLCA対応や高効率化などの要望、車両開
発日程などを踏まえた、投入タイミングを逸しない商品戦略

• 車両の電動化後も継続する現行品についても、設計や素材
の変更を含むドラスティックな軽量化等を考える必要あり

部品サプライヤーが今すぐ取り組むべき主な課題想定される市場の変化イメージ（増減は各区分における割合を示す）

• 供給責任を求められるなか、ライン稼働率や型のメンテナン
ス費用なども鑑みた効率的な補給対応が必要補給対応

• 現行品が当面の利益の源泉である一方、電動化対応品の
開発も必要。ROIと今後のケイパビリティ保有を鑑みたポー
トフォリオマネジメント（リソース・アセットマネジメント）が必要

こ
れ
ら
を
踏
ま
え
た
包
括
的
な
長
期
移
行
計
画
策
定
・実
行

商用車
ZEV規制

（概略イメージ）

大型

小型

PT別
車両/補給

増減
（概略イメージ）

ICE
内燃機関
のみ搭載

車用

HET
PHET

BET

FCET

直納

補給

直納

補給

直納

補給

直納

補給

2025 2030 2035 2040 2045 2050

30%15%

50% 100%
15%

100%
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	本レポートは、特に「トラックのパワートレインの変化」を中心に商用車のゼロエミッション化について概観した後、「部品サプライヤーがとるべきアクション」を概説する
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	商用車業界の脱炭素の必要性�
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	商用車の主要顧客であるフリートオペレーターは、現時点でまだBET/BEBを採用していないオペレーターであっても、すでにBET/BEBの購入意欲を有している
	さらに、今後は、全産業において「ライフサイクルでゼロエミッションであること」が求められるようになる
	よって、商用車関連企業は「ライフサイクルでゼロエミッションの製品」を実現する必要があるが、それを「物流産業が抱える課題の解決」とあわせて実現せねばならない
	例えば、少子高齢化や長時間労働などにより発生している「ドライバー不足」は、今後もECの拡大や生産年齢人口の減少などに伴い継続する
	さらに、2024年にドライバーの残業上限規制が導入されるため、従来のように長時間労働でカバーすることも不可能になる。よって「高効率な物流」の実現は必須
	高効率な物流は「貨物あたり電力消費量削減」にも寄与するため、ゼロエミッション達成の一要素としても必要。しかし積載率の改善等は、車両単体では限界がある
	よって商用車は、「ゼロエミッション」であると同時に、無駄のないシームレスな物流を実現する「ソフト／ハードの両面で物流にインテグレートされたデバイス」になる必要がある
	商用車部品サプライヤーは、こうした商用車の変化に伴う「部品の変化」および「要件の変化」に対応する「事業変革の設計と実行」が必要になる
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	日本の場合、現在の商用車は99%以上がディーゼルで、HETやCNGが一部導入されているものの僅少となっている
	商用車には、満たすべき要件として、環境性能や経済性（TCO）はもちろんのこと、耐久性・積載性・燃料充填時間など、オペレーション面のシビアな要件が存在する
	現時点、それらの「環境性能」と「商用車に求められるコスト・性能要件」を全て満たすパワートレイン×動力源は存在しておらず、それぞれ普及課題が存在する
	今後も開発が進められ、マイルストーンでの開発進度やインフラ整備状況等を踏まえ、将来のパワートレインミックスが決まる。BET・FCETが主になると予想される
	BET・FCET・e-Fuelの動力源は、再エネ起点では「電気→水素→e-fuel」の生成順序関係があり、化石燃料同様に「フロー→ストック」のエネルギー転換と取れる
	また、e-Fuelの「CO2捕集」や水素の「輸送・貯蔵」等のコストもあるため、「電気をそのままバッテリー×モーターで使う」のが、最もエネルギー変換ロスが少なく、効率的
	しかしながら、電気（バッテリー）は、e-fuelや水素などの液体・気体燃料に比して「エネルギー密度」が低いという課題がある
	出力・航続距離を伸ばすためにバッテリーを増やすと、「スペースの圧迫」や「車両重量の増加」になり、結局積載量や航続距離を確保できないという負の循環になる
	前述の「エネルギー効率」「エネルギー密度」に加え、「インフラ設置容易さ」や「パワートレイン特性」などの要素の複合により、各用途に最適な商用車が決まる
	商用車の用途を踏まえた�脱炭素の「現実解」
	先行する欧州市場を例として商用車の脱炭素化のトレンドを概観し、そのうえで日本でのセグメント別の代替パワートレインの可能性を考察する
	欧州においては、4つの要因により、今後10年間でゼロエミッショントラックへの関心が今以上に高まると予想される
	ユースケースによって適用されるトラックのセグメントが変わる。長距離輸送用の大型トラックの電動化が最も困難と想定される
	しかしEUの場合、例えばドイツにおける道路輸送のＣＯ２排出量の66％は大型�トラックによるものである
	欧州の大型トラックの交通量は主に高速道路で発生しており、年間860億kmにのぼる。その中でドイツが最も多い
	そのためEUは、商用車については「大型トラック」のゼロエミッションを優先的に進めるべく、他の商用車に先行して2030年までの目標を設定している（※他も追って設定される）
	また、すでに複数の都市や国が、化石燃料トラックについて「都市部など特定地域への進入禁止」や「高額な通行料の設定」などの措置を行っている
	その結果、2030年におけるゼロエミッショントラックの割合は、電動化しやすい小型トラックにおいて最も多いが、大型トラックにおいても一定程度見込まれる
	大型トラックの脱炭素化に向けたグリーン技術としては、バッテリー電力、架線、燃料電池、合成燃料の4つの選択肢が存在する
	いずれの代替技術にも欠点があるため、既存のディーゼルエンジンに代わるカーボンニュートラルな特効薬的技術は存在しない
	代替パワートレイン搭載の大型トラックの導入は追加の車両投資を必要とし、2030年におけるBETとFCETのコストはディーゼルに比して6万ユーロ高いと想定される
	また、大型トラック向けの新たな代替インフラのオプションとしては、ハイパワー充電設備、水素ステーション、架線がある
	欧州の高速道路を走る全ての大型トラックを、いずれかひとつの代替技術に置き換える場合、どの技術を選ぶかによって、必要となる代替インフラが大きく異なる
	大型トラック用に新しいインフラを増設する場合、欧州横断を可能にするような架線の新設にかかる費用が最も高く、BET用とFCET用は比肩する
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	なお、代替パワートレインごとの長距離トラック向けエネルギー価格に影響を与える主な脅威と機会は下記の通りである
	BETとFCETのTCOは、2030年までにディーゼルに近づくと想定されるが、その他のオプションははるかに高額になる見込みである
	BETとFCETのTCO低減には、「バッテリーの長寿命化」と「代替燃料価格の低下」が大きな影響を与える
	なお、長距離トラック用代替パワートレインのTCOの主要要素、および主な脅威（リスク）と機会（アップサイド）は以下の通りである
	BETにおいては、車両サイズを問わず全てのセグメントにおいて長距離輸送よりも短距離輸送の方がメリットがある
	なお、欧州では、充電を「法令に基づく休憩」に組み込む前提で大型BETの展開を図る動きがある。しかしながら日本で同様の展開・成立は見込めない可能性がある
	日本では、長距離用の大型にFCETが適合することに加え、高頻度・冷蔵・24時間稼働等の要件を伴うコンビニ輸送用の小型もFCETが普及する可能性がある
	実際、日本の主要商用車OEM3社は、比重や時間軸が異なるものの、小型はBET、大型はFCETをメインに取り組みつつ、小型FCET等の検討も行っている
	一方、物流会社は既に、脱炭素、燃料代・整備費など維持費の節約、荷積み・荷下ろし効率化のため、短距離・都市配送において小型電動商用車の採用を進めている
	以上を踏まえれば、大型メインの長距離はFCET、中距離は複数パワートレイン並存、短距離は中小型BETを中心に一部高稼働領域でFCETが現実解と想定
	小型は、短期的にはHETの増加も想定されるが、中長期的にはBETが主となる。中大型は、水素の安定供給が成立すれば、中長期的にFCETが主となる
	ただし、政府の目標が「小型：30年に2～3割電動化（HET込み）、中大型：未定」という状況のため、今後の規制動向や水素供給成立目途などにより状況は変わりうる
	国によって規制やエネルギー事情などの違いがあるため、パワートレインミックスの内容および変化の時期は国ごとに変わりうる。ただし大きな方向性は共通すると想定される
	部品サプライヤーがとるべき�アクション�
	以上の商用車の変化に対し、部品サプライヤーには、先手で商機、後手で脅威となるとるべきアクション、商品戦略・販売戦略の見直し、モノづくりの変革がある
	新たなパワートレイン用の部品だけでなく、「省電力」「静粛性」などに貢献する新たな部品・システム・素材なども、車体・架装の双方で需要が想定される
	OEMは特に過渡期の収益性担保のために開発効率化や原価低減などが必要となり、品番集約などの必要に迫られ、その結果として調達の集約が想定される
	日系OEMだけでなく、先行する外資OEMやメガサプライヤー、ベンチャーへのプロアクティブな提案が、開発スピードアップや事業の維持・拡大につながる
	設備や電源など工場の脱炭素に加え、物流や2次サプライヤーなどを含む排出量管理や、車種・仕向けごとの調整を行うためのOEMとの密な連携が必要となる
	商用車のゼロエミッション化は乗用車以上に時間を要するため、今後の商品戦略等を策定のうえ、長期のトランジションプランを策定し、実行することが肝要である
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